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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

 

1. 建学の精神・大学の基本理念 

 開智国際大学（以下「本学」という）の前設置母体である学校法人日本橋女学館は、明治 37

（1904）年に「日本橋女学校」（後に「日本橋高等女学校」）を設立し、明治 38（1905）年から

日本橋地区の子女教育のために学校経営を開始した。この時以来、建学の精神を「質実穏健」

と定め、その後設立された「日本橋女学館短期大学」を全面改組して設立された男女共学の四

年制大学である「日本橋学館大学」（平成 27（2015）年に「開智国際大学」に改名）でも、こ

れを継承し今日に至っている。 

 平成 26（2014）年 3月に、学校法人日本橋女学館は、学校法人開智学園との合併を視野に入

れて、「日本橋・開智教育グループ」を結成した。そして、平成 29（2017）年 4 月 1 日に、両

法人の合併に合わせ「教育学部」を新設し、リベラルアーツ学部を届出により「国際教養学部」

に改組して、2学部 2学科の大学として、「世界の人々と文化を理解・尊敬し、教育あるいは国

際教養分野の専門性を生かし、平和で豊かな国際社会の実現に貢献できる人材を育成する」を

基本理念に据えて新たな一歩を踏み出し、現在に至っている。 

 

2. 使命・目的 

 本学の使命・目的については、学則第 1章総則 第 1条（目的）に「本学は、総合的創造的な

学術技術を研究教授して、社会においてこれを躬行実践、 気品知徳の模範として指導的役割を

果たす人材を育成するとともに、広く国際社会全体の平和と文化の発展に寄与することを目的

とする。」と定めている。 

 さらに、学則第 2章組織 第 3条第 2項に、教育学部教育学科について、「教育を通して社会

に貢献する使命感を持ち、教育に対する深い理解と専門的な知識並びに実践的指導力を有し、

新しい教育的な課題に対応できる教育者の養成を主たる目的とする。」とし、国際教養学部国際

教養学科について、「日本を学び、異文化を学び、グローバル社会に対応できる英語を学び、そ

れらを基盤として社会に貢献できる能力をもつ人材の養成を主たる目的とする」としている。 

 

3. 大学の個性・特色等 

 本学では、21世紀型教育で地域社会・国際社会に貢献する人材の育成を目標に、両学部を通

じて、以下の 4項目を特長とする。 

(1) 国際標準の「探究型教育」 

 学校法人開智学園では、他に先駆けて、「探究型教育」を研究・実施しており、開智式探

究型教育として各併設校に定着している。本学では、「日本橋・開智教育グループ」を発足

させた平成 26（2014）年 4月より、既存の知識を基に、新たな理論や考え・知識を獲得す

るのに最適な手法として、また、これからの国際社会、グローバル社会で必要とされる創

造力、共創力、発信力、プレゼンテーション力、コミュニケーション力を育成するために

「探究型教育」を採り入れている。 

(2) 実践的な「国際英語」の学修 

 英語は、世界中で多国間の人々とのコミュニケーション・ツールとして使われている。

本学では、1 年次に週 3 コマ、2 年次に週 2 コマの英語を必修とし、多くのネイティブス
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ピーカーを含む教員陣の指導により、少人数クラスの授業を行っている。コミュニケーシ

ョン・ツールとしての実践的な英語力を修得すべく、海外語学研修をはじめとする英語学

習の機会を活用して、大学 4年間で実践的な「国際英語」の修得を奨励している。 

(3) 少人数教育によるアクティブ・ラーニング型授業 

 多くの授業が、いわゆるアクティブ・ラーニング形態で行われ、学生一人ひとりが「自

ら考え・議論し・発表する」主体的な学びが展開されている。このような形態の授業が効

果的に行えるように、学修環境面での整備が行われている。 

「教育学部」は、入学定員 130 人に対し、専任及び特任教員 24 人を、「国際教養学部」

は、同 90 人に対し専任及び特任教員 18 人を配置しているため、単純に計算すると、「教

育学部」では教員 1 人に対し学生 21.7人、「国際教養学部」では教員 1人に対し学生 20人

となる。少人数のクラス編成が可能な教育環境で、アクティブ・ラーニング式授業をいっ

そう効果的に進めることができる。 

(4) 1年次から始めるインターンシップ・キャリア教育 

 「教育学部」の学生は、1 年次から、併設の小学校、中学・高等学校での学校インター

ンシップを行う。2 月から 3 月にかけて行う 2 週間の集中学校インターンシップだけでは

なく、1 年を通して、行事や授業に参加する教育現場での実践的な体験により、教職への

理解と興味を深め、大学での学修への意欲を高める。「国際教養学部」では、1年次からの

公務員インターンシップを中心に、2、3年次には企業・工場見学などのプログラムを実施

し、学生各自のキャリアへの関心を高めるとともに学修へのモチベーションを喚起する。

また、教員採用試験対策講座、公務員試験対策セミナーなどキャリア教育も充実している。 

 

Ⅱ．沿革と現況 

1．本学の沿革 

明治 37(1904)年 (社)日本橋区教育会に対して日本橋女学校（本科定員 140 人、修業年限４年）設立認可。 

明治 38(1905)年 日本橋蛎殻町第一幼稚園舎で開校式挙行。『質実穏健』の教育方針訓示。 

明治 38(1905)年 5 月 1 日、第一幼稚園舎で授業開始（創立記念日の起源）。 

明治 39(1906)年 
高等女学校令に基づく私立日本橋高等女学校（４年制）に組織変更認可（当時、東京府下の高等女
学校は府立４校を含めて 7 校）。 

明治 43(1910)年 柳原川岸三号地元千代田小学校跡に移転。修業年限 5 年､定員 400人に変更。 

大正 4(1915)年 財団法人日本橋女学館設立認可。 

昭和 22(1947)年 学制の改革により私立日本橋女学館中学校となる。 

昭和 23(1948)年 私立日本橋女学館高等学校設置。私立日本橋女学館中学・高等学校と総称。 

昭和 26(1951)年 財団法人日本橋女学館より学校法人に組織変更認可。 

昭和 30(1955)年 創立 50 周年記念事業実施。 

昭和 40(1965)年 創立 60 周年記念式典（秩父宮妃ご来臨）。 

昭和 54(1979)年 市川学校園研修センター（寄宿舎、テニスコート、グランド）完成。 

昭和 61(1986)年 日本橋女学館短期大学設置認可（入学定員／秘書科 100 人・英語科 100 人）。 

昭和 62(1987)年 日本橋女学館短期大学開学（初代学長：角井宏）。 

平成 7(1995)年 創立 90 周年記念式典。 

平成 11(1999)年 日本橋学館大学設置認可（入学定員／人文経営学部人文経営学科 250 人）。 

平成 12(2000)年 日本橋学館大学開学（初代学長：小谷津孝明）。 
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平成 12(2000)年 日本橋学館大学開学式、日本橋学館大学第一回入学式。 

平成 13(2001)年 日本橋女学館短期大学閉学。 

平成 16(2004)年 
日本橋学館大学人文経営学部人文経営学科を 3 学科（人間関係学科、国際経営学科、文化芸術学科）
に組織改組。 

平成 17(2005)年 創立 100 周年記念式典。 

平成 18(2006)年 第二代学長：横山幸三 就任。 

平成 21(2009)年 
日本橋学館大学人文経営学部をリベラルアーツ学部に全面改組。3 学科（総合経営学科・人間心理
学科・総合文化学科、入学定員 225 人）を設置。 

平成 24(2012)年 第三代学長：北垣日出子 就任。 

平成 26(2014)年 学校法人開智学園との合併を前提として「開智・日本橋教育グループ」を結成。 

平成 27(2015)年 大学名称を「開智国際大学」へ変更。 

平成 29(2017)年 

学校法人日本橋女学館は学校法人開智学園を存続法人として合併。 
教育学部教育学科を設置(入学定員 72 名／初等教育専攻 48 名・中等教育専攻(英語教育・国語教
育)24 名)。 
リベラルアーツ学部を国際教養学部に改組（入学定員 78 名）。 

令和 1(2019)年 開智国際大学別科を設置（入学定員 20 名／日本語研修課程）。 

令和 4(2022)年 第四代学長：青木 徹 就任。 

令和 5(2023)年 
教育学部教育学科 入学定員変更／72 名→130 名（初等教育専攻 70 名・中等教育専攻(英語教育・
国語教育に加え社会教育)60 名）。 
国際教養学部国際教養学科 入学定員変更／78 名→90 名。 

 

2．本学の現況 

・大学名：開智国際大学 

・所在地：千葉県柏市柏 1225-6 

・学部構成：教育学部（教育学科）／国際教養学部（国際教養学科） 

・学生数、教員数、職員数 

【学生数】＜令和 7(2025)年 1月 31日現在＞   

区分 入学定員 収容定員 在籍者数 

教育学部 130 404 309 

国際教養学部 90 336 336 

                                             （単位：人） 

【教員数】＜令和 7(2025)年 3月 31日現在＞ 

区分 専任教員 非常勤講師 

教育学部 24 17 

国際教養学部 18 31 

（単位：人） 

【職員数】＜令和 7(2025)年 3月 31日現在＞ 

区分 職員数 

専任職員 19 

非常勤職員 13 

       （単位：人） 
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 1．使命・目的等 

 

1－1．使命・目的及び教育目的の設定 

 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学の「大学の使命・目的」については、学則第 1章・総則 第 1条（目的）に「本学は、

総合的創造的な学術技術を研究教授して、社会においてこれを躬行実践、気品知徳の模範

として指導的役割を果たす人材を育成するとともに、広く国際社会全体の平和と文化の発

展に寄与することを目的とする」と定めている。また、本学が設置している 2学部 2学科

の教育目的についても、学則第 2章・組織 第 3 条第 2項に、教育学部教育学科については

「教育を通して社会に貢献する使命感を持ち、教育に対する深い理解と専門的な知識並び

に実践的指導力を有し、新しい教育的な課題に対応できる教育者の養成を主たる目的とす

る」とし、国際教養学部国際教養学科については、「日本を学び、異文化を学び、グローバ

ル社会に対応できる英語を学び、それらを基盤として社会に貢献できる能力を持つ人材の

養成を主たる目的とする」と、両学部両学科ともに、具体的かつ明確に記載されている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

1-1-② 簡潔な文章化 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学の使命・目的は、理念的な形で示されているが、各学部の教育目的については、平

易な文章を用いて、簡潔・明瞭に文章化されている。さらに全学生に年度当初に配布され

るガイドブックやホームページにおいては、ディプロマ・ポリシーとしてより具体的かつ

明瞭に示されている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

1-1-③ 個性・特色の明示 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 本学の使命・目的を実践するために、以下に示す個性・特色ある教育を実践している。 

[教育学部] 

1）英語によるコミュニケ―ションが可能な教員の養成 

1・2年次に卒業必修として英語 10単位を課している。E-learningや TOEIC受験、また

海外語学研修への参加も積極的に促している。 

2) 双方向型・協働型授業ができる教員養成 

本学では多くの授業がアクティブ・ラーニング型で行われており、学び手として授業に

参加することで、新学習指導要領で謳われている「主体的・対話的で深い学び」を実現す
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るための教員としてのスキルアップが期待される。 

3) カウンセリング・マインドの重視 

心理学をベースとする科目が多数設置され、児童生徒の心身の発達を理解し、人間関係

や心のトラブルなどのさまざまな問題の解決に対し、学問的な裏付けをもってあたること

ができる。また広く人間関係全般に資する、カウンセリング・マインドを有した教員の養

成に力を入れている。 

4) 即戦力となる教員の養成 

併設校として小学校、中学校、高等学校の協力を得て、1 年次から学校インターシップ

を行っている。加えて、柏市、柏市教育委員会、東京都中央区教育委員会と連携協定を結

び、各教育委員会が行っているさまざまな活動に参加している。 

[国際教養学部] 

1) グローバル人材の育成 

1・2 年次に 10 単位の英語の授業(半期 1 単位)を卒業必修科目として、習熟度別の少人

数クラスで行っている。その他、選択科目の英語、TOEIC 対策の授業、英語による専門科

目、e-learning、TOEIC 受験、海外語学研修などを通して、国際語としての英語の習得を

目指している。また、自然環境や社会情勢の変化、科学技術の発展等、我々を取り巻くさ

まざまな社会の変動にも柔軟に対応できるグローバル人材の育成を目指している。 

2) 多角的視点による幅広い国際教養教育の実践 

専門科目に「グローバル・ビジネス科目群」「グローバル・コミュニケ―ション科目群」

「グローバル・カルチャー科目群」「ヒューマン・イノベーション科目群」の 4つの科目群

を設け、学生は各自の将来の進路を見据えて自由に授業を選択することができる。 

3) 少人数教育とアクティブ・ラーニング 

本学の学びの特徴であるアクティブ・ラーニング型授業は、ペアワークやグループワー

クを中心としたワークショップ型でのディスカッションやプレゼンテーションを多く取り

入れ、問題解決能力の涵養に資するものである。 

4) 1年次より始まるインターンシップ 

1年次からの公務員インターンシップを中心に、2・3年次には企業・工場見学などのプ

ログラムを実施し、学生各自のキャリアへの関心を高めるとともに、学修へのモチベーシ

ョンを喚起するなど、キャリア教育を実施している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

1-1-➃ 変化への対応 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 平成 29（2017）年に、それまでのリベラルアーツ学部 1学部の体制を、教育学部と国際

教養学部の 2 学部体制に改組した。さらに令和 5（2023）年の定員増に伴って、教育学部

においては、それまでの初等教育専攻・中等教育専攻（英語コース・国語コース）に加え

て、中等教育専攻に社会コースを開設した。一方の国際教養学部においては、ヒューマン・

イノベーション科目群を設定し、データサイエンス系の科目の強化を図った。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 



2024 開智国際大学 自己点検・評価 

6 

令和 6（2024）年度より、神戸親和大学を擁する学校法人親和学園との法人提携協定を

結び、多様化する社会的ニーズに応えられるよう、1 つの大学にできることを超えて、大

学という機関の社会貢献という理念を実現するために、柔軟な変革をスタートさせた。【資

料 1-1-1】 

 

1－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 令和 5(2023)年度より、神戸親和大学との連携強化のための検討を行い、令和 6(2024)年

度に、法人間の協定が締結された。それを受けて、令和 7(2025)年度より、中期計画とし

て以下の改善・向上方策を、各学部で検討したものを連携協議委員会で検討している。 

[教育学部] 

本学独自のカリキュラムでは対応できない、中等教育の保健体育科及び中学校の数学科

の教員免許状の取得を可能にする。さらに幼稚園教諭免許状の取得の可能性についても検

討している。 

[国際教養学部] 

両大学における海外研修に関して、一定数の参加者数を確保し確実に実行するため、及

び両大学の学生の交流を積極的に支援するための共同開催や、心理学を専門領域とする共

同学部の設置を検討している。 

 

■エビデンス集・資料編  

【資料 1-1-1】神戸親和大学との連携に関する資料 

 

1－2．使命・目的及び教育目的の反映 

 

1-2-① 役員、教職員の理解と支持 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学の使命・目的及び教育目的は学則に記載し、ホームページ等で公開している。学則

は年度初めに発行されるガイドブックにも記載している。内容の改訂については、運営会

議の議を経て教授会で意見を聞き、理事会及び評議員会の議案としており、役員及び評議

員にその内容を説明し承認を得ている。これらのことから本学の使命・目的及び教育目的

は、役員、教職員間で理解と支持を得ている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

1-2-② 学内外への周知 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

学則には、第 1条に使命・目的が、また第 3条には教育目的が明示されている。学則は

ガイドブックやホームページに掲載され、教職員、学生及び学外に公表されている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 教職員に対して、SD 研修として、「本学における内部質保証のための流れ」についての

説明会を実施し、改めて本学の使命・目的及び教育目的を確認した。 
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1-2-③ 中長期的な計画への反映 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

令和 2（2020）年度～令和 6（2024）年度の中期計画の重点施策の概要において、 定員

増とそれに伴う教育学部の教職課程の検討と国際教養学部のコースの検討が挙げられてい

る。この中期計画に基づいて、令和 5（2023）年度には定員増を実現し、教育学部において

は、中等教育専攻に社会コースを設置し、国際教養学部においては、科目群の見直しをす

るなどカリキュラムの改訂を行った。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

令和 6（2024）年度は、神戸親和大学との連携を進めてきた。この連携により、教育学部

にあっては、多様な教員免許種の取得が可能となり、また国際教養学部にあっては海外研

修の活性化が図られるなど、他大学の学生との交流を通しての視野の拡がりが期待できる。

【資料 1-2-1】【資料 1-2-2】 

 

1-2-④ 三つのポリシーへの反映 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

三つのポリシーは連動したものであり、大学の使命・目的を反映したものとなっている。

各学部のディプロマ・ポリシーについては、それを達成するための教育内容及び教育方法、

教育評価をカリキュラム・ポリシーに定めている。また、教育目標を達成するため、入学

時に必要な基礎的な学力や学修に対する姿勢をアドミッション・ポリシーに定めている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 教育学部教育学科は、初等教育専攻及び中等教育専攻の 2専攻を設置し、小学校教諭及

び中学校・高等学校教諭（英語・国語・社会）を養成するために、教養科目、専門基礎科

目、専門教職科目及び実習科目を体系的かつ段階的に配し、教育実践力のある人材育成を

行うための教育研究組織として、入学定員 130名に対し、教員 24名を配置している。双方

向型・協働型授業ができる教員養成のためにアクティブ・ラーニング型授業を積極的に取

り入れているが、授業効果を上げるためにも少人数制クラスを維持するのに必要な教員数

を確保している。 

 また、学部長の招集により専任教員を構成員とする「学部会議」を月に 1 回設けている。

さらに「教職センター」を設置し、①教職課程・教員採用の動向等に関する情報の収集及

び学生・教職員への提供、②教育実習・介護等体験の連絡調整、③教員採用試験に関する

相談・支援、④教育インターンシップやボランティアに関する相談・支援などの業務を行

っており、教職センター会議が設けられている。 

 国際教養学部国際教養学科は、人文科学、社会科学、自然科学等の学問分野のリベラル

アーツ基礎科目及び専門科目を担当できる教員 18名で構成されている。入学定員 90名に

対し教員 18 名を配置しているが、少人数制クラスを維持するのに必要な教員数を確保し
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ている。 

 同学部では、学部長の招集により専任教員を構成員とする「学部会議」を設けている。

同会議は、学部全体の運営を行う教育研究組織として機能している。 

 また同学部では、学部の教育目的を達成するためにキャンパスのグローバル化の実現に

向けて、多様な国籍の留学生を積極的に受け入れている。そのために留学生センターや国

際交流センターとの連携を密にし、留学生のために生活・教育支援ができるようにしてい

る。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

国際教養学部で、日本語教育の専任教員 2名を採用し、留学生の教育支援を充実させた。 

 

1－2 の改善・向上方策（将来計画） 

学修成果の可視化の一環として、学期ごとにディプロマ・ポリシーの達成度を自己評価

させることを通して、さらなる周知と意識化を図っていく。 

 

■エビデンス集・資料編 

【資料 1-2-1】令和 2（2020）年度～令和 6（2024）年度の中期計画を示す資料 

【資料 1-2-2】神戸親和大学との連携に関する書類 

 

[基準 1 に対する自己点検・評価委員会のコメント］ 

これまでの堅実な取り組みに加えて、神戸親和大学との連携など新たな取り組みも拡充

の方向にある。神戸親和大学との連携により、本学各学部の構造的問題が解消されるとと

もに、使命・目的に沿った新しい価値を創出することを通じて社会貢献に資することが期

待される。大学内の教育だけに留まらない地域貢献の意欲が、次年度以降、具体的な取り

組みへと更に繋がることを期待したい。 

 

 

基準 2．学生 

 

2－1．学生の受入れ 

 

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学では学部ごとにアドミッション・ポリシー（学生受入方針）を定めて、公式ホーム

ページおよび学生募集要項に記している。また、国際教養学部では外国人留学生の募集も

行っており、外国人留学生については別にアドミッション・ポリシーを定めている。各ア

ドミッション・ポリシーでは、まず本学において育成を目指す学生像について明記したう

えで、本学の求める学生の特性について、それぞれ 5つの項目を定めている。これらのア

ドミッション・ポリシーについては、本学の公式ホームページおよび学生募集要項への明

記にとどまらず、オープンキャンパスや高校訪問などの機会においても、本学の特徴や魅

力とともに教職員が丁寧な説明を行いながら周知を図っている。 
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＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

アドミッション・ポリシーに合致した多様な入学者を選抜するため、本学では多様な形

式の入学試験を実施している。まず総合型選抜として、AO型、特待チャレンジ型、英語資

格型、国際バカロレア型の入学試験がある。AO型入試は「プレゼンテーション」「小論文」

「自己推薦」の 3つの受験方法から選択可能である。AO型における「プレゼンテーション」

入試は、本学の建学の精神およびアドミッション・ポリシーを理解したうえでそれに共感

し、本学への入学に強い意欲を有する者をとることを趣旨としている。「小論文」入試では、

学力試験では評価しがたい資質・能力について調査書および小論文・面接による判定を行

い、幅広く優秀かつ個性的な人材を募ることを趣旨としている。「自己推薦」入試は、高校

生活における学校行事や委員会活動、学習活動、部活動などへの主体的な取り組みを評価

し、本学の求める主体的に考え、学び、責任をもって行動できる個性豊かな人材を確保す

ることを趣旨としている。特待チャレンジ型入試は本学を第一志望とする志願者を対象と

し、受験者全員について一般合格の合否判定を行った後、その合格者について特待合格の

判定を行っている。英語資格型入試は英語資格を取得している志願者を対象としており、

合格した場合は取得している英語資格の区分によって特待合格となる可能性がある。国際

バカロレア型は国際バカロレア資格（IB Diploma）を取得しているか、取得予定の志願者、

あるいは国際バカロレア MYP（Middle Years Programme）プログラムを終了した志願者を

対象としており、国際バカロレア資格（IB Diploma）を取得している場合は特待合格とな

る。また、一般選抜には一般型、特待型、共通テスト利用型の入学試験がある。特待型入

試では受験者全員について一般合格の合否判定を行った後、その合格者について特待合格

の判定を行っている。共通テスト利用型入試では大学入学共通テストの成績で合否判定を

行い、一般合格の合否判定を行った後、その合格者について特待合格の判定を行っている。

その他に、学校推薦型選抜として指定校推薦型入試および本学併設校の生徒を対象とする

内部推薦入試を実施している。また、国際教養学部においてのみ、外国人留学生を対象と

する外国人留学生入試を実施している。 

入試問題の作成は、学長が本学専任教員の中から任命した入学試験問題作成委員が担当

している。入学試験問題作成委員は、入試委員会の定める入試問題作成要領に則って、ア

ドミッション・ポリシーに沿った入試問題の作成を行っている。 

総合型選抜におけるプレゼンテーションおよび面接、留学生入試における面接の評価は、

各学部により作成されたアドミッション・ポリシーに沿った評価のガイドラインに則って、

定められた形式の評価表を使用して複数の担当者により行われている。入試判定会議によ

る判定結果は、直近の教授会で報告されている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 
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＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

令和 2（2020）年度から令和 4（2022）年度までの定員充足率は、いずれの学部におい

ても 100～126％で推移しており、概ね正常な水準であったといえる。これに対して令和 5

年（2023）年度の定員充足率は教育学部で 45％、国際教養学部で 72％となり、入学者数

は入学定員を下回った。令和 5（2023）年度入試では両学部の定員増および教育学部にお

ける中等教育専攻社会コースの新設に係る認可の関係上、学生募集の開始時期を大幅に遅

らせざるを得なかったことが定員充足率低下の一因であると考えられる。令和 6（2024）

年度入試では令和 4（2022）年度入試までと同様の日程計画により学生募集を行うことが

可能となり、入学定員を超える学生の受け入れを行うこととなった。その結果、令和 6

（2024）年 5月 1日時点の収容定員充足率は、教育学部で 87％、国際教養学部で 154％、

大学全体では 115％となった。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

令和 7（2025）年度入試より「一般選抜」では「一般型」と「特待型」を一本化した。ま

た、以下の施策を実施した。 

1) 神戸親和大学との提携により、教育学部において取得可能な教員免許状の種類を拡大

した。【資料 2-1-1】 

2) 国家資格「公認心理師」の取得等を目的として大学院への進学を目指す学生の学修や進

路対策に益するよう、特待制度として「心理学エキスパートプログラム」を新設した。

【資料 2-1-2】 

3) 強化クラブとしてバスケットボール部および合唱部、準強化クラブとして野球部を新

規に認定し、これらのクラブ活動に係る特待制度を充実させた。 

4) 外国籍の教員志望者のニーズに対応するため、教育学部教育学科では、初等教育専攻お

よび中等教育専攻（英語）への留学生の受験を推進した。 

 

2－1 の改善・向上方策（将来計画） 

アドミッション・ポリシーに合致した、より適切な入学者選抜が実施されるよう、IR室

の分析等を踏まえて、入学者選抜の方法について、定員充足に向けて引き続き検討を重ね

て行く。 

 

■エビデンス集・資料編 

【資料 2-1-1】神戸親和大学との連携に関する資料 

【資料 2-1-2】「心理学エキスパート・プログラム」の紹介 

 

基準 2－2．学修支援  

 

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

1) 各委員会主導の学修支援 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

教務委員会は、教育学部・国際教養学部のそれぞれに所属する教員が委員となり、当該

委員会で学修支援に対する立案・議論等を行っている。 
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令和 2（2020）年度に、新型コロナウイルス感染症対策の一環として遠隔授業を行う際

に導入した教育管理・支援アプリ（Google Classroom）を、学生の学修支援を主とした目

的として現在も活用している。また、令和 3（2021）年度からは、開智国際大学学生ポータ

ルシステム（以下、KIWI‐net）を導入し、学事暦・授業カレンダー・ガイドブック・シラ

バス・時間割を閲覧することができ、さらに、履修登録及び成績の確認、及び休講・補講

等の学生への諸連絡等にも利用している。 

毎年、年度初めに学部・学年別のガイダンスを教務委員会が中心となり、各学部に分か

れ行っている。ガイドブックを用いてディプロマ・ポリシー、学事暦、カリキュラム、卒

業要件、履修登録の方法等の説明を行い、ゼミナール・入門演習担当教員による履修に関

する指導を行っている。 

教養教育担当委員会にて入学前学修支援を行っている。初年次教育の一環として、ＡＯ

型入試及び推薦型入試等の年内入試にて合格した生徒を対象に、入学後は、レポートの書

き方、情報収集と編集のリテラシー等の指導を行う体制を取っている。 

英語教育担当委員会が中心となり英語に関する学修支援を行っている。同委員会では、

1・2年生に対してクラス分けテスト（プレイスメント・テスト）を実施し効果的な英語教

育が行われるよう運営している。また、英語を身近に感じるために、イングリッシュ・ラ

ウンジ、スピーチコンテストの開催、年 2 回の TOEIC-IP テストの実施、及び e-learning

システムを活用した英語の学修支援に努めている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新入生への学部・学年別のガイダンスでの履修登録の説明時に、ピア・サポーターに

KIWI-netを用いた履修登録の方法の指導を依頼した。 

 

2)学部別の学修支援 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

教育学部では、教員採用試験合格に向けた学修支援を行っている。1・2年生に対しては、

ゼミナールⅠ・Ⅱにて教員採用試験の前提となる基礎学力の向上を図るため、日本語検定

及び TOEIC（英検）の受験に向け学習に取り組むよう指導している。3年生に対しては、主

に教員採用試験に向けて実力テストを行い、その結果により学習カリキュラムを作成し自

己学習を進めるとともに、外部講師によるオンライン及び本学の教員による対面講座を実

施している。4 年生に対しては 4 月から 7 月上旬は教員採用試験一次試験対策講座、7 月

下旬から 8月中旬は、一次試験合格者を対象に二次試験対策講座を本学の教員が行ってい

る。なお、教職センターにラーニングコモンズを設け、自己学習を行う事ができる環境を

整えている。 

 国際教養学部では、留学生に対する学修支援を主として行っている。昨今、留学生の入

学者が増加する傾向にある。現在、1・2年生に対しては入門演習Ⅰ・Ⅱを担当する教員が

受け持ち、3・4年生に対してはゼミナールⅠ・Ⅱ、Ⅲ・Ⅳを担当する教員が留学生の学修

支援を行い、留学生の学修支援を行う体制を整えている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 教育学部での、3 年生に対する教員採用試験対策講座にて、中等国語・中等英語におい

ては、本学の教員による対策講座を実施した。 
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 国際教養学部では、日本語担当教員による留学生の日本語支援を行う体制を整え実施し

た。 

 

2-2-② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実 

1)SAの活用及びピア・サポートの活用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

学生相互の成長及び大学教育の充実を図るため、本学では、SA（Student Assistant）制

度を導入している。SA とは、授業担当教員が必要と認めた場合に教育の補助業務を行う学

生のことである。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

定員増により本学へ入学する学生（留学生を含む）が増加している。よって新入生を対

象とした学修支援を行うピア・サポート制度を新設し、授業内容の理解、（留学生に対して

は）日本語の理解、レポートや課題に関するサポートを行う体制を整えた。 

 

2)サポート制度  

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

各教員は、一週間に一コマ（90分）以上の「サポートアワー」を設け、学生からの質問

（学問・生活・その他）に対応している。なお、サポートアワー以外の昼休み等でも学生

からの質問及び相談に随時対応している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

3)合理的配慮を必要とする学生への配慮 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 障害のある学生に対して「障害者差別解消法（2016 年 4 月施行）」等の関連法規を厳守

し合理的配慮を行っている。個々の事例に即し、各授業担当教員が対応している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

4)中途退学、休学、留年などへの対応策 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

①ゼミナール担当教員制度 

 全ての学生に対し学修支援及び生活指導を目的とした教員を当てている。教育学部では、

1・2年次はゼミナールⅠ・Ⅱを担当する教員が受け持ち、3・4年次からはゼミナールⅢ・

Ⅳを担当する教員が受け持つ。国際教養学部では、1・2年次は入門演習Ⅰ・Ⅱを担当する

教員が受け持ち、3・4年次はゼミナールⅠ・Ⅱ、Ⅲ・Ⅳを担当する教員が受け持っている。 

②履修・学修指導 

 ゼミナール・入門演習担当教員は、履修方法、学修支援、学生生活全般に関する相談に

応じ、必要に応じ個々の学生と面談を行っている。前期のガイダンスウィーク及び後期履
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修登録期間中の履修指導をゼミナール・入門演習担当教員及び教務学生課職員と協働で支

援している。 

③センサー科目出席調査及び取得単位数不足学生との個別面談 

前期・後期それぞれの初めの 4週間にて、必修科目を中心とした「センサー科目」を定

め、出席状況の調査を行い、3 回以上欠席した学生を科目担当者が教務学生課に報告し、

ゼミナール・入門演習担当教員が当該学生と面談・指導を行っている。 

各年次終了時の取得単位数不足（1年終了時 31 単位以下、2年終了時 62単位以下、3年

終了時 94単位以下）の学生に対し、個別面談を行っている。 

④退学・休学希望者との面談 

退学、休学を希望する学生に対し、ゼミナール・入門演習担当教員が面談を行い、その

原因や所見について KIWI‐netを用いて報告している。それを基に、毎月開催される学部

長会議・教授会にて退学者・休学希望者を報告している。なお、新年度に前年度の退学・

休学希望者との面談の報告書に書かれた理由等を教務委員会にて分析し、退学・休学防止

に努めている。 

⑤学部での取り組み 

教育学部・国際教養学部の両学部ともに、学部会議にて学生の情報交換を行い、出席不

良者、就学態度など学生に関する情報交換を行い、学生に対する対応を協議し、ゼミナー

ル担当教員を中心に学生に対して支援を行っている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

前期センサー科目出席調査による面接該当学生、及び取得単位数不足の学生との面談の

時期が重なっていたため、報告書が混在してしまっている。2025年度からは取得単位数不

足の学生との面談を 4 月のガイダンスウィークよりも前の時期に行うことを検討した。こ

れにより、年度初めの履修指導もスムーズに移行することができると予想される。 

 

基準 2－2の改善・向上方策（将来計画） 

①SA制度の活用とピア・サポート制度の活用 

令和 5（2023）年度より実施された定員増により学生の入学者数が増加している。よっ

て教員の教育活動を支援するために、SA 制度の効果的活用を、教務委員会が主体となり、

教員への周知を図る。また、留学生の日本語を含む学修支援を国際教養学部の入門演習Ⅰ・

Ⅱ及びゼミナールⅠ～Ⅳを担当する教員が行っているが、より充実した支援を行うために

ピア・サポート制度の導入を令和 5（2023）年度に検討し、令和 6（2024）年度から実施し

た。 

②中途退学、休学留年について 

前期・後期それぞれにて行うセンサー科目の集計結果、及び退学理由についての報告を、

教務委員会において審議し、授業を欠席する原因について分析し、その結果を学部長会議

で報告している。学生の現実を踏まえたサポートを行うためにも、授業を欠席する理由の

把握に努めたい。 

 

■エビデンス集・資料編 
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 なし 

 

2－3．キャリア支援 

 

2-3-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

キャリア支援に関する組織については、まずは事務局組織としての、キャリアセンター

がある。令和 5（2023）年度より竣工した新校舎内にキャリアセンター室を設け、キャリ

ア担当事務職員が常駐している。学生は自由に出入りすることが可能であり、キャリアに

関する相談やアドバイスを受けることができる。また、センター内には就職関連の書籍や

資格検定関連の書籍、求人ファイルなどが整備されており、こうした資料を閲覧すること

も自由である。教職員の組織として、キャリアセンター会議が設置されている。これは国

際教養学部および教育学部の合計 5 名の教員とキャリア担当の事務職員 2 名から構成さ

れ、教育課程の内外合わせた対応として、毎月開催されるものである。キャリア教育カリ

キュラムの検証・見直し、各学年ゼミナールを通しての学生指導体制の推進及びキャリア

センター主催のキャリア支援活動のサポートなど、就職に関する諸課題の解決に向けた対

応策を検討し、全学的なキャリア支援策の管理を実施している。さらに、上部組織として

キャリア拡大会議が設置され、本会議は学長、学長補佐、事務局長、アドミッションセン

ター長、教職センター長、キャリアセンター長、理事長付、教務学生課長、事務職員 2名

から構成され、学生の 4 年間を通じた包括的なキャリア支援体制を支えている。このよう

な全学的なキャリア支援体制を基盤として、各学部に固有な学生の社会的・職業的自立に

関するサポート体制を整備している。 

 

1) 国際教養学部における教育課程内における取組 

キャリア教育として設置している科目は、学生及び社会人として必要な能力の向上を目

指すものであり、以下の科目と内容で構成される。 

①「キャリアデザインⅠ」・「キャリアデザインⅡ」 

 これからの長い自己のキャリアと仕事を考えていくにあたり、スタート地点となるべき

授業である。世の中にどのような仕事があり、先人がどのようにして道を切り開いてきた

のかを考える。また、キャリアを構築する際の礎は人間関係づくりであることを学ぶ。「キ

ャリアデザインⅢ」「キャリアデザインⅣ」の基礎となる科目である。 

②「キャリアデザインⅢ」・「キャリアデザインⅣ」 

 就職活動を行う学生を基礎から実践までサポートする授業。一般企業や公務員などに提

出する応募書類や面接等の選考対策を実践するワークも含まれる。 

③「インターンシップ」 

 

2) 教育学部における教育課程内における取組 

① 教職センターについて 

教職センターは、平成 29（2017）年度教育学部教育学科創設に伴い、教員を目指す学生

の総合サポートセンターとして設置された。教育学部教育学科等との密接な協力のもと、
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本学の教職課程及び教員養成に関する業務を充実させ、円滑な運営に資することを目的と

している。 

② 教職センターの運営体制 

センター長 1 名、副センター長 2 名のもと、教育学部教育学科専任教員 24 名が全員セ

ンター員であり、学部教育と教職課程の連携を密に取れる体制にある。 

 

3)国際教養学部および教育学部における教育課程外における体制 

①個別指導 

キャリアセンター職員による「キャリア相談」を全学年対象として随時行っている。 

②職場見学の実施 

③資格取得支援 

④大学院・専門学校への進学指導 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

＜国際教養学部＞ 

大学外の就職サポート機関との連携をより一層強化することで、新しい求人先を開拓し

ていく体制を整えてきた。卒業後の進路やキャリアに対する意識向上策として、1 年次か

ら社会や企業との接点を拡大した。また、学生のニーズや状況把握に関して、SNS やデー

タベースの活用など、電子化を図った。キャリアセンターは公務員の受験対策セミナー等

の開催、充実により、学生の支援も実施した。【資料 2-3-1】【資料 2-3-2】【資料 2-3-3】

【資料 2-3-4】 

＜教育学部＞ 

教員採用試験に関する 4 年間を通した支援については、教員採用試験の早期実施に対応

できるよう、1・2年生対象に学生の基礎学力向上に取り組み、3年生対象に教員採用試験

対策講座を業者に委託して実施した。 

 教育実習については、学生数の増加に伴い、教職センターが、柏市以外の教育委員会（松

戸市・流山市・我孫子市等）に働きかけ、教育実習校の拡大を進めた。キャリア支援とし

てキャリアセンターとの連携をより円滑にするために、学生の「進路調査」を半期の試験

終了ごとに実施し、教職以外の進路を希望している学生の早期把握に努めた。 

 

基準 2-3 の改善・向上方策（将来計画） 

＜国際教養学部＞ 

地域企業、地場産業との連携を深化させ、地域に根差した高等教育機関として地域と更

に密接に連携していく。また、大学外の就職サポート機関との連携をより一層強固にする

ことで、新しい求人先を開拓していく体制を整え、商工会議所や地元企業との接触を強め

ていく。 

＜教育学部＞ 

 教職を目指す学生にとって、インターンシップやボランティア活動は大学での学びと実

践を結びつける上で極めて重要な取組であるため、教職センターが中心となり、さらにそ

れらの受け入れ先数を増やしていく。 
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[エビデンス集] 

【資料 2-3-1】ハローワーク登録会 

【資料 2-3-2】警視庁・消防庁の業務説明 

【資料 2-3-3】キャリアセンター学年別 LINE 

【資料 2-3-4】公務員ガイダンス 

 

2－4．学生サービス 

 

2-4-① 学生生活の安定のための支援 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学では、学生サービスおよび厚生補導のために、学生委員会、教務学生課、学生相談

室、保健室、留学生センター、キャリアセンター、教職センターを設置している。学生委

員会は、学生生活に関する全般事項を審議している。留学生に関わる事項は、留学生セン

ター員と教務学生課留学生担当が所管となっており、留学生相談、生活支援、日本語支援

等を行っている。教務学生課は、各種学生サービスを行っている。 

学生の心身に関する健康相談は、保健室と学生相談室が連携し心的支援、生活相談を行

っている。保健室は、日常の健康管理全般、定期健康診断、学生教育研究災害傷害保険の

管理全般を担っている。 

留学生の支援は、入学時の留学生ガイダンスにおいて、学生生活全般、特にアルバイト

や社会的なルール、マナーなどに関する説明会を行っている。また、経済的困難を抱える

留学生については、（日本人学生同様）学費の一部延納を許可し学生生活を継続できるよう

配慮している。学修支援に関しては、欠席が多い、取得単位数が少ない学生に対し、入門

演習、あるいはゼミナールの担当教員が面談を行い、助言や指導をしている。不登校の留

学生には、担当教員と教務学生課で連携し、電話やメール、居宅訪問、面談等でコンタク

トをとり、指導を行っている。 

学生の課外活動は、学生の自治組織「学生会」を中心に行っている。学生会の下には、

クラブ・同好会の学生団体により組織される「クラブ代表委員会」、全学生の中から募集に

より結成される大学祭の実行委員会である「柏学祭実行委員会」等が設置されている。ま

た、学生会への支援は、学生の自主的な活動を重んじながら、学生委員会と教務学生課が

連携して支援体制を整え、学生会及び柏学祭実行委員会と合同会議を開催している。 

奨学金など、学生に対する経済的な支援は、学生委員会と総務会計課が連携して対応し

ている。学生に対する経済的支援としては、日本学生支援機構の一般奨学金や私費外国人

留学生学習奨励費（４年間合計 111万円）、地方公共団体や民間企業の奨学金等の情報を学

生に提供している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

  

2-4-② 安心安全な学生生活を送るための方策 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

学生が災害や社会問題に巻き込まれないために、危機管理委員会と連携し、避難訓練の
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実施、及び新興宗教の勧誘、薬物乱用防止等について注意喚起を行った。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

学生が災害や社会的問題に巻き込まれないために、危機管理委員会と連携し、避難訓練

に加え、闇バイト及び 20歳未満の喫煙防止、自転車の道路交通法改正に伴う注意喚起を行

った。【資料 2-4-1】【資料 2-4-2】【資料 2-4-3】【資料 2-4-4】【資料 2-4-5】 

 

2－4 の改善・向上方策（将来計画） 

【安心安全な学生生活を送るための方策】 

学生が闇バイトや新興宗教、薬物乱用等の社会的問題に巻き込まれないために、危機管

理委員会をはじめ、関連各機関と連携を図りながら注意喚起を行っていく。 

   

【学生の帰属意識を高めるための方策】 

① 柏学祭の支援： 学生が主体的に実施している柏学祭を活性化させるために、地域

連携の意識をもって引き続きサポートしていく。また、学部主導で実施する研究発

表会も同時開催となるため、学部との連携を図りながら、スムーズな運営のための

調整を行う。 

② クラブ・同好会活動の支援： 学生生活にとってクラブ・同好会活動は重要であ

る。学生生活をより充実したものにするために、ハード面のみならずソフト面にお

いても、長期的な視野に立って部活の支援を行っていく。 

 

■エビデンス集・資料編 

【資料 2-4-1】令和 6（2024）年度避難訓練実施計画 

【資料 2-4-2】令和 6（2024）年度闇バイトに関する注意喚起 

【資料 2-4-3】20歳未満が喫煙してはいけない理由 

【資料 2-4-4】20歳未満の喫煙防止ポスター 

【資料 2-4-5】令和 6（2024）年度自転車の道路交通法改正に伴う注意喚起 

 

2－5．学修環境の整備 

 

2-5-① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 校地、校舎等の学修環境の整備に関しては、大学設置基準等を充足しており、教育目的

を達成するために適切に運営されている。 

 

1) 校地 

 本学は、JR常磐線・東武アーバンパークライン柏駅から約 2キロの徒歩圏内に位置して

いる。校地の面積は、23,048㎡であり、令和 8 年度定員増完成年度の収容定員 880人（教

育学部 520人、国際教養学部 360人）の大学として、大学設置基準を十分に充たしている

（大学設置基準上必要な校地面積 880人×10㎡＝8,800㎡）。 

また、屋外の運動施設としては、体育館に隣接して体育実技の授業等に使用している運動
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場（1,610㎡）が整備されている。 

 

2) 校舎 

本学の校舎は、すべて 2 階建てで、1 号館、2 号館、3 号館（図書館棟）、4 号館からな

り、全体の校舎面積は大学設置基準第 36条第 5 項（体育館）の面積を除いて 9,818㎡とな

っている。 

1 号館には管理棟と教室棟があり、管理棟には学長室、教員研究室(14)、会議室、大学

事務局等がある。教室棟には、大教室(マルチメディアルーム)・一般教室(8)、AL 対応教

室(3)、コンピュータ教室(2)等の他、教員研究室(20)、学生ホール、学生食堂等が設置さ

れている。学生食堂は、食事時間帯以外も学生に開放しており、屋内における学生の休憩、

交流の場としても活用している。 

2号館は、主に教室棟として AL対応教室、中教室、一般教室(3)、図工室、理科実験室、

家庭科室、非常勤講師室、保健室等が設置されている。 

3号館（図書館棟）は 1 階が図書館として利用でき、2階にこもれびホール、会議室、教

員研究室(11)が設置されている。 

4号館は、定員増申請を行った際に建築を行い、令和 5年 2月に完成している。1階は学

生ラウンジ、音楽室、教職センター、キャリアセンター等を設置し、学生ラウンジは学生

交流の場として利用している。また学生が教職及び就職相談がしやすいように教職センタ

ー、キャリアセンターをラウンジに隣接させている。2階には大教室、中教室、一般教室、

ホワイエ等を設置している。 

全ての教室についてプロジェクターを備え、Wi-Fi ネットーワークについても全館使用

できるように整備している。 

教員研究室は一人一室を前提に大学全体で 45室あるため、教育学部教員 24人分を充た

しており、国際教養学部教員 18人分を含めても増設の必要は生じない。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

2-5-② 実習施設、図書館等の有効活用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

・実習施設 

 初等教育課程のための図工室、家庭科室、理科室を備えている。いずれも法令に基づく

基準を満たしている。 

・図書館 

図書館はサービススペースと事務管理スペース、地下には書庫がある。学習図書閲覧室

には閲覧席が 142席ある 

また、DVDやビデオ視聴のための AVブースが 6 席ある。蔵書検索（OPAC）は館内に 4台

設置し、図書館で登録した書誌情報は全てデータベース化しており、「開智国際大学図書館

蔵書目録（OPAC）」として、インターネット上でも広く公開している。他にはオンラインデ

ータベースの専用端末が 2台ある。 
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大学全体の蔵書冊数は現在 108,136冊（うち洋書 12,763冊）であり、蔵書構築は次の通

りである。開館時間は授業期間中は平日 9 時～20 時、授業期間外は平日 9 時～17 時まで

開館しており学生が十分に利用できる環境となっている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

バリアフリー化について、すべての建物についてスロープ及び階段手摺を設置している。

3号館（図書館棟）にエレベーター及び障害者用トイレを設置している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

履修登録を前期と後期に実施し、クラス分けや講義室の調整が行われている。必修科目

である英語科目や日本語科目（留学生向け）は、入学時と 1年次にプレイスメント・テス

トを実施し、習熟度別クラスを設置している。 

国際教養学部の専門必修科目の一部は、オムニバス形式の授業として複数のクラスが設

けられている。また、Grade Point Average（以下、GPA)を選抜基準とした人数制限を行っ

ている。 

パソコン教室など、教室のキャパシティを超える履修者が出ないように、履修に際して

は抽選によって、履修者数の管理を行っている。 

教育学部の専門科目では専攻ごとのクラス指定科目を設けており、探究型授業が円滑に

できるように配慮している。 

また、国際教養学部では、一部の科目が留学生専用として設けられている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

2－5 の改善・向上方策（将来計画） 

 なし 

 

■エビデンス集・資料編 

 なし 

 

2－6．学生の意見・要望への対応 

 

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 
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FD・SD推進センター主導で実施する 2種類の授業アンケートにより、授業に関する学生

の意見や要望を汲み上げている。1 つは授業期間最後に実施するもので、各授業の集計結

果は教員にフィードバックされ、教員は改善点等について報告書を FD・SD 推進センターに

提出し、授業改善に役立てている。もう 1つは、随時授業に対する提言等ができる WEBア

ンケートで、提言等に対して履修学生への回答を促している。 

本学では、学生からの質問や相談に応じるため、専任教員は授業以外の時間帯で週 1コ

マ（90分）以上のサポートアワーを設けている。 

その他、教務委員会主導において、前・後期初めの 4週間で実施する一部の必修科目（セ

ンサー科目）の出席状況調査や各年次終了時の取得単位数の状況を基に出席不良、成績不

振の学生対象にゼミナール・入門演習担当教員との個別面談を行っている。担当教員は、

学生から事情聴取し、今後の学修計画等の助言、サポートを行っている。また、担当教員

からの面談報告を基に、教務委員会で学生の学修状況を把握・分析し、学部長会議で問題

点等を共有し、その改善・解決に向けて活用している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

2-6-② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の 

意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

全学生を対象として、毎年 12月に学生委員会による学生アンケート調査を実施し、大学

生活に関する学生の満足度を把握している。調査結果は、教授会にて報告し教職員間で共

有した後、大学生活の改善を図るための資料として活用している。 

学生生活の質の向上と心身の健康を目的とした健康相談窓口となる保健室や心的支援を

行うための学生相談室を設置し、様々な相談に応じている。 

学生相談室では、全学生を対象に年 2 回（4 月と 9 月）に「心身健康アンケート」を実

施し、結果をスクリーニング資料としている。学生生活に不安があると考えられる学生に

ついては、保健室で状況を聴取した上で、適宜、学生相談室につなげるよう努めている。 

学生に対する経済的な支援は、本学独自の制度による支援の他、日本学生支援機構の奨

学金や私費外国人留学生学習奨励費、地方公共団体や民間団体の奨学金等の情報を提供し、

学生委員会、総務会計課及び教務学生課が連携して対応している。なお、奨学金担当窓口

より最新の情報を、KIWI-netを通じて案内し、常に学生からの相談を受け付ける体制を整

えており、学生の個々の事情に合わせて対応している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

2-6-②に記述した「学生アンケート」では、大学の施設・制度における利用状況・満足

度も調査しており、不満度が高い施設について、その不満となっている原因に対して改善

策を検討し、学生へフィードバックしている。 
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また、本学では、新入生を対象に学長主催の「学長と語ランチ」を実施している。ゼミ

ナールごとにランチを共にしながら、大学生活への質問や意見交換を行い、可能な範囲で

学生の要望に対応している。その他、大学や学修環境の改善・向上につなげることを目的

として、学生が意見や提案を投函できる「学長への提案箱」の設置、さらには WEB上での

窓口（WEB提案箱）も設けており、提案箱に寄せられた意見等は、学長に相談した上で、関

係部署にて検討し、その結果を、学内掲示版又は学生個人へ直接回答している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

基準 2-6 の改善・向上方策（将来計画） 

学生からの意見・要望の把握については、引き続き FD・SD推進センター、学生委員会で

行っている各アンケート調査結果の集約を実施し、要望への回答を行う。また、教務委員

会主導で行っている学生との面談やその他事務局窓口での対応を通じて、積極的に学生の

意見・要望を把握し、きめ細かい学生支援を行っていく。 

多様な学生に対応するために、学生相談室で行っている「心身健康アンケート」により、

問題を抱えている学生を早期に発見し、必要な支援を行えるよう今後も継続していく。な

お、学生の意見・要望を聞き、学生支援のさらなる向上を図るためには、本学で行ってい

る取り組みについての学生の認知度を上げる必要がある。本学の取り組みを KIWI-net を

通じて定期的に周知していく。 

 

■エビデンス集・資料編 

 なし 

 

[基準 2 に対する自己点検・評価委員会のコメント］ 

学生受け入れについて、多様な入学者選抜の形式による適切な受入数の維持に努めてお

り、適正な定員充足率達成のための検証と今後の施策も妥当である。学修支援について、

学部を超えた支援体制と学部別の支援体制が整備されており、入学者の増加等に対応する

SAとピア・サポートによる支援体制も充実してきている。受け入れた多様な学生に対する

適切なサポートへの取り組みが具体的に見られる点が評価できる。多様な学生を受け入れ

るだけでなく、受け入れた学生が安心・安全に学修やその他の活動に打ち込める環境を整

備していく精神はとても大切なことである。今後、学生数がさらに増加することが予想さ

れるが、学修環境や授業を行う学生数の適切な管理といった部分で問題が生じる可能性が

あるため、それらの変化に対し先手を打って対応していくことが期待される。キャリア支

援について、キャリアセンターを中心に教育課程内・外の支援体制が整備され、引き続き

環境の変化と学生の要求に応じた支援と高い就職率の実現が期待される。学生サービスに

ついて、様々な角度から学生の要望に応える試みを実施し、学生生活の安定に向けた支援

体制を充実させている。学生の意見を反映させるしくみも整えられており、今後も学生の

多様なニーズに応じて適切に対応することが必要であろう。学修環境の整備について、教

育目的の達成のために適切に管理・運営されている。情報社会の進展に対応するいっそう

の整備が期待される。 
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基準 3．教育課程 

 

3－1．単位認定、卒業認定、修了認定 

 

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 本学の教育理念「世界の人々や文化を理解・尊敬し、教育あるいは国際教養分野の専門

性を生かし、平和で豊かな国際社会の実現に貢献できる人材を育成する」を基に、教育学

部では「教育を通して社会に貢献する使命感を持ち、教育に対する深い理解と専門的な知

識並びに実践的指導力を有し、新しい教育的な課題に対応できる教育者の養成」をするこ

とを教育理念とし、国際教養学部では「英語をはじめとする確かな語学力、対人関係能力、

問題解決能力に優れ、多様性を認め自由な発想ができる国際社会に貢献できる人材を育成」

することを教育理念としている。この各学部の教育理念に則り、各学部でディプロマ・ポ

リシーを策定している。 

各学部のディプロマ・ポリシーは、本学のホームページにおいて公表され、年度初めに

学生に配付・配信するガイドブックにも記載され周知されている。なお、各授業にて、成

績評価において重視するディプロマ・ポリシーをシラバスに明記している。 

 

1）教育学部ディプロマ・ポリシー（学位授与方針） 

教育学部教育学科では、「教育を通して社会に貢献する使命感を持ち、教育に対する深い

理解と専門的な知識並びに実践的指導力を有し、新しい教育的な課題に対応できる教育者

の養成」という教育目標の下、以下の 5つの必要な資質、学力、能力をそなえ、所定の単

位を取得した学生に学士（教育学）の学位を与えている。 

教育学部教育学科ディプロマ・ポリシー 

1 
基本的な学力、国際的な視野、教養、知性を伸ばし、合わせて、社会貢献する強い

意志と倫理観を身につけている。 

2 
コミュニケーション力、情報収集・活用力をのばし、自律的に学ぶ力、自己研鑽力

を身につけている。 

3 児童・生徒理解、自己理解、他者理解できる心理学的なスキルを修得している。 

4 
専門的な教育学の知識全般を修得し、クリティカルシンキング、創造的思考力、問

題解決力を身につけている。 

5 

「アクティブ・ラーニング」「ICT の活用」「実践的道徳教育」「特別に支援の必要

な児童生徒への対応」などの指導力を身につけ、初等教育専攻のものにあっては

「さまざまな教科の幅広い知識と指導力」、中等教育専攻のものにあっては「専門

教科に関する高い知識と指導力」を修得している。 

 

2）国際教養学部ディプロマ・ポリシー（学位授与方針） 

国際教養学部国際教養学科では、「日本を学び、異文化を学び、グローバル社会に対応で
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きる英語を学ぶことによって、それらを基盤として社会に貢献できる能力を持つ人材の養

成」を主たる教育目的としている。これに基づき、所定の単位を取得した場合に、学士（国

際教養学）の学位を与えている。 

 

国際教養学部国際教養学科ディプロマ・ポリシー 

1 
国際人としてのアイデンティティを確立し、異文化に柔軟に対応するグローバル

リテラシーを有する人材 

2 さまざまな専門領域を横断する知識と多角的視点を有する教養豊かな人材 

3 高い対人関係能力・コミュニケーション能力を有する人材 

4 常に社会に関心を持ち、高い職業意識と自己管理能力を有する人材 

5 自由な発想で問題発見・問題解決能力を有し、時代の変化に適応できる人材 

6 上記の能力を発揮して、グローバル社会に貢献できる人材 

 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、 

修了認定基準等の策定と周知 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

1）単位認定基準 

単位認定基準は、学則第 29条に基づき、「S・A・B・C・D・E」の 6種類で表わされ、C以

上を合格とし成績を認定している。成績の認定基準については、授業科目ごとに定めた到

達目標をディプロマ・ポリシーに関連付け、複数の評価方法と評価基準を設けている。そ

の基準はシラバスに示されている。なお、国際教養学部では、ディプロマ・ポリシーと到

達レベルのルーブリックがあり、学生にはガイダンスウィークで配布し周知している。 

また、GPA を定め、成績不振者への指導、各種奨学金の資格確認や特待生の候補など成

績優秀者の選考に利用している。なお、教育学部では GPAを教育実習派遣の目安にも用い

ている。 

 

表 3-1-1 単位評価基準と各成績に対応する GP 

 
合格 不合格 

100～90点 89～80点 79～70点 69～60点 59～40点 
39 点以下 

評価対象外 

評価 S A B C D Ｅ 

GP 4.0 3.0 2.0 1.0 0.0 0.0 

 

 単位認定については、大学設置基準に基づき、学則第 23条にて示すように、1単位の授

業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成し、授業の方法に応じた基準を設

けている。講義、演習については、15 時間から 30 時間の講義、演習をもって 1 単位とす

る。実験、実習又は実技については 30 時間から 45 時間の実験、実習又は実技をもって 1
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単位としている。なお、単位制についてはガイドブックに記載され、授業時間外に必要な

準備学修時間の詳細は各シラバスに明記されている。 

単位の授与については、学則第 24条において、「授業科目を履修し、その試験に合格し

た者には、所定の単位を与える」と規定している。 

他大学等における授業科目の履修等については、学則第 25条において「教育上有益と認

めるときは、他の大学又は短期大学との協議に基づき、学生に当該他大学又は短期大学の

授業科目を履修させることができる」と定め、修得した単位については「60単位を限度と

して卒業要件単位として認めることができる」と定めている。 

大学以外の教育施設等における学修については、学則第 26条において「短期大学又は高

等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を本学における授

業科目の履修とみなし、単位を与えることができ」、前条（学則第 25条）により「本学に

おいて修得したものとみなす単位数と合わせて 60 単位を超えないものとする」と定めて

いる。 

入学前の既修得単位等の認定については、「学生が本学に入学する前に大学又は短期大

学において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修により修得した単位を含

む。）を本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる」とし、「修

得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、転入学等の場合を除き、本学に

おいて修得した単位以外のものについては、合わせて 60単位を超えないものとする」と定

めている。 

令和 5（2023）年度からスキップ制による単位認定を行っている。スキップ制とは、資

格試験、検定試験の合格や定められたスコアの取得により単位を認定する制度で、認定さ

れた単位は卒業要件単位に含めることができる。学生はこの制度を生かし、認定された科

目の単位分を既修とすることにより、空いた時間を、インターンシップやボランティアな

どの課外活動に参加する等に充てることができ、学修内容や大学生活の充実に活用するこ

とができる。 

なお、これら他大学等にて取得した単位を認定する場合の単位は、成績証明書には「Ｎ」

と表記し成績評価、及び GPAにも含まないこととしている。 

 

2）進級基準 

進級基準については、学則第 36条において、「上級学年への進級に関し必要な事項は、

別に定める」としているが、現在、進級に関して特に定めてはいない。 

 

3）卒業認定基準 

卒業認定基準については、学則第 37条に「本学に 4年以上在学し」、「126 単位以上を修

得した者については、学長が教授会の意見を聴取して、卒業を認定する」と定めている。

各学部の卒業要件はガイドブックに記載され周知されている。 

 教育学部卒業要件 

科目区分 最低修得単位数 

共通科目 必修 （注 1） 12 
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選択必修 （注 2） 6 

学部の専門科目 

必修 （注 1） 34 

選択必修 
（専攻・コースによって異なる） 

（注 3） 以下専攻ごと 

 初等教育専攻  42 

 中等教育専攻（英語）  34 

 中等教育専攻（国語）  36 

 
中等教育専攻（社会） 

地理歴史コース選択者 
50 

 
中等教育専攻（社会） 

公民コース選択者 
 48 

共通科目 

学部の専門科目 

選択 
（専攻・コースによって異なる） 

（注 4） 以下専攻ごと 

 初等教育専攻  32 

 中等教育専攻（英語）  40 

 中等教育専攻（国語）  38 

 
中等教育専攻（社会） 

地理歴史コース選択者 
 24 

 
中等教育専攻（社会） 

公民コース選択者 
 26 

合計 126単位以上   

（注 1）必修科目（12 単位＋34単位）は、すべて修得しないと卒業できない。     

（注 2）選択必修科目は、リベラルアーツ基礎の 4 つの分野（人文科学/社会科学/自然

科学/外国語）から 3分野以上にわたり修得する必要がある（6 単位以上あって

も 2分野以下であれば卒業できない）。 

（注 3）選択必修科目は、各専攻・コースの必修科目になる。詳細は、ガイドブック「Ⅱ．

授業」及び「教育課程表」を参照。 

（注 4）「共通科目」「専門科目」から、いずれを選んでもかまわない。必修科目、選択必

修科目として修得した科目を除き、その他すべての科目が選択科目である。 

 

 国際教養学部卒業要件 

科目区分 最低修得単位

数 

共通科目 
必修 （注 1） 10 

選択必修 （注 2） 10 
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学部の専門科目 

必修 （注 1） 20 

選択必修 （注 3） 8 

選択 （注 4） 50 

学部の専門科目 

共通科目 
（注 5） 28 

合計 126単位以上   

（注 1）必修科目（10 単位＋20単位）は、すべて修得しないと卒業できない。     

（注 2）選択必修科目は、「リベラルアーツ基礎」の 4つの分野（人文科学/社会科学/自

然科学/外国語）から 3 分野以上にわたり修得する必要がある（10 単位以上あ

っても 2分野以下であれば卒業できない）。 

（注 3）選択必修科目は、以下の①～③のとおり修得する必要がある。 

① 「国際事情/総合講座」の演習科目から 2単位 

② 「国際事情/社会と文化」から 4単位 

③ 「国際事情/海外研修」の Field Study Trip 2 単位又は「国際事情/総合

講座」の上記①で履修した演習科目以外の演習科目の中から 2単位 

（注 4）選択科目は、学部の専門科目の中から 50単位を修得する必要がある。 

 (注 5) 2種類の科目区分の中から、いずれを選んでもかまわない。すべて選択科目であ

る。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

GPA の高い成績優秀者には CAP 制度を解除（年間履修単位数の上限を超えた履修）し、

学修内容や大学生活の充実を図れるよう教務委員会を中心に各学部で検討した。その結果、

国際教養学部にて、令和 7（2025）年度から導入することとなった。 

進級制度について、令和 6（2024）年度から導入について検討を始めた。その結果、教育

学部では、同制度を導入しない代わりに、教育実習派遣の目安としての条件、3 年次修了

時点にて 100単位の取得を引き続き義務付けていくこととした。国際教養学部では、令和

7（2025）年度から、3 年次からの専門ゼミナールの履修条件として、1・2 年次の入門演習

Ⅰ・Ⅱの単位取得を原則とすることになった。 

 

3-1-③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

1)単位認定基準の適用 

単位認定基準は、100 点～90 点を S、89 点から 80 点を A、79 点～70 点を B、69 点～60

点を Cとし合格としている。59点～40点を D、39点以下を Eとし評価対象外とし、いずれ

も不合格としている。評価対象外とは、試験欠席、授業放棄した者につけられる。 

単位認定には、複数の評価方法・評価基準を設け、シラバスに明示している。シラバス

作成段階において学内での第三者チェックを実施し、成績評価方法・評価基準について確

認をしている。 

試験等における不正行為については、ガイドブックに処分の内容を明記し、試験等実施
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時にも学生に周知している。 

学生への成績の通知は KIWI‐netから行い、父母宛に「成績通知書」も送付している。

成績評価に質問のある学生は、定められた期間内に教務学生課へ申告し、成績についての

確認を求めることができ、単位認定の信頼性、透明性を担保している。この成績問い合わ

せ制度についてはガイドブックに明記し周知されている。 

 

2)進級基準の適用 

進級基準の適用については、学則第 36条に「上級学年への進級に関し必要な事項は、別

に定める」としているが、本学では具体的基準は設けていない。 

 

3)卒業基準の適用 

卒業基準の適用については、卒業予定年次の後期試験終了後に確定した卒業予定年次生

の通算の修得単位数が各学部の卒業要件と照らし合わされ、これに満たない学生について

は、判定教授会の議を経て留年が確定する。留年が確定した学生は所定の手続きを経て成

績を問い合わすことができ、卒業認定の信頼性、透明性を担保することができている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

シラバスの第三者チェックにおいては「シラバスチェックリスト」を用いてディプロマ・

ポリシーの適切な記載等の確認をしている。その結果、修正が必要になったシラバス執筆

者は、自身で適切に修正し、修正を確認したことを証明する「シラバス修正確認表」の提

出を行うことにした。【資料 3-1-1】【資料 3-1-2】 

 

3－1 の改善・向上方策（将来計画） 

GPA の高い成績優秀者には CAP 制度を解除（年間履修単位数の上限を超えた履修）し、

学修内容や大学生活の充実を図れるよう教務委員会を中心に各学部で検討した。その結果、

国際教養学部にて、令和 7（2025）年度から導入することとなった。 

進級制度について、令和 6（2024）年度から導入について検討を始めた。国際教養学部

では、令和 7（2025）年度から導入することとなった。 

シラバスの第三者チェックにて「シラバスチェックリスト」を用いて記載の確認をして

いるが、これに加えて、執筆者による「シラバス修正確認表」の提出により最終確認を行

うこととなった。 

 

■エビデンス集・資料編 

【資料 3-1-1】シラバスチェックリスト 

【資料 3-1-2】シラバス修正確認表（新資料） 

 

3－2．教育課程及び教授方法 

 

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知  

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 教育学部・国際教養学部の両学部において定められたカリキュラム・ポリシーは、各学
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部のディプロマ・ポリシーに基づいた人材の育成を保証する内容となっており、体系性が

保証されたカリキュラムを編成し実施する内容となっている。大学全体では「共通科目」、

学部ごとによる「専門科目」に区分している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 教育学部の教育の重点として、1．国際的な視野、教養、知性 2．コミュニケーション

能力の 2 つの能力の育成を学びの基礎として位置づけ、これに教育者として必要な 1．カ

ウンセリング・マインド 2．教師としての専門性 3．授業や学校での学びの実践的指導

力の育成の 3 点を合わせた 5 つの柱をもとに「目指す教員像」「ディプロマ・カリキュラ

ム、講座の組み立て」「アドミッション・ポリシー」を関連付け作られている。 

 国際教養学部ではカリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーを関連させ、さまざ

まな学問領域を段階的に学ぶ「縦の序列」と、横断的に学ぶ「横の広がり」にてその関係

性が示されている。「段階的学び」と「横断的学び」により「学びの体系化」が構成されて

いる。ディプロマ・ポリシーに掲げる人材の育成のために、共通科目を置き幅広い基礎教

養の修得を目指している。また科目区分の専門科目 Aに総合講座、社会と文化、海外研修

の 3 つの科目群を設け、横断的な知識の修得を促している。さらに科目区分の専門科目 B

では、「グローバル・コミュニケーション」、「グローバル・カルチャー」、「グローバル・ビ

ジネス」、「ヒューマン・イノベーション」の 4つの科目群を示し、「学びの体系化」が構成

されている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

各学部の教育課程は、学生が体系的に学修できるよう、カリキュラム・ポリシーで掲げ  

た方針に則った科目群を編成している。これらの科目群は、教育学部では、「教育課程の構

造」、国際教養学部では、「学びの体系化」により可視化されている。 

 

1)教育学部「教育課程の構造」 

教育学部の目標である「教育を通して社会に貢献する使命感を持ち、教育に対する深い

理解と専門的な知識並びに実践的指導力を有し、新しい教育的な課題に対応できる教育者

の養成」に基づき、1．国際的な視野、教養、知性、2．コミュニケーション能力、の二つ

能力の育成を学びの基礎として位置づけ、さらに、3.カウンセリング・マインド、4．教育

者としての専門性、5．授業や学校での学びの実践的指導力、の三点の育成を目指している。

この 5つを合わせた 5 つの柱による教育課程を編成している。 

 



2024 開智国際大学 自己点検・評価 

29 

2)国際教養学部「学びの体系化」 

1年次から国際的問題や海外の社会情勢及び文化を学修するための専門科目を必修科 

目として設けている他、4つの科目群（「グローバル・コミュニケーション」「グローバル・

カルチャー」「グローバル・ビジネス」「ヒューマン・イノベーション」）を通してよりハイ

レベルな教養の修得を目指している。また、さまざまな学問領域を段階的に学ぶ「縦の序

列」と、横断的に学ぶ「横の広がり」を大切にしている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

3-2-④ 教養教育の実施 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

平成 29（2017）年度の改組により、教育学部と国際教養学部の 2学部となり、学則第 1

章総則第 1条にて示すように、「躬行実践」し「気品知徳の模範」となる人材育成と、「国

際社会全体の平和と文化の発展」に寄与することを目的とした大学として再出発し、英語

教育と ICT教育に重点を置いた教育を行っている。英語教育と ICT 教育は、教養科目とし

ての「共通科目」において両学部においてなされている。 

 教養科目としての「共通科目」は、科目区分「英語」（国際教養学部では留学生向けに「日

本語」も加わる）「論理的思考/表現」「リベラルアーツ基礎」「スポーツ/健康」「情報」（国

際教養学部は「キャリア」も加わる）からなり、学部ごとに行われる「専門科目」による

専門教育の基礎として位置づけられる。 

 英語教育は科目区分「英語」にて「英語 AⅠ・Ⅱ」「英語 BⅠ・Ⅱ」「英語 CⅠ・Ⅱ」「英語

DⅠ・Ⅱ」「英語 EⅠ・Ⅱ」を必修科目とし、さらに「英語 FⅠ・Ⅱ」「英語 GⅠ・Ⅱ」を選択

科目として設けている。さらに、「リベラルアーツ基礎」においても「英語特講Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・

Ⅳ」を設け選択科目としている。科目区分「倫理的思考/表現」では All English で学ぶ

「プレゼンテーション B」を選択科目として設けている。 

 ICT教育について、教育学部では、科目区分「情報」にて、「情報機器操作Ⅰ」を必修科

目とし、「AI概論」「情報機器操作Ⅱ」「データ処理概論」「情報倫理」を選択科目として設

置している。国際教養学部では、科目区分「情報」にて、「AI概論」「ICT の活用Ⅰ」「ICT

の活用Ⅱ」「データ処理概論」「情報倫理」を選択科目として設置している。 

 教養科目として、「リベラルアーツ基礎」にて「人文科学」「社会科学」「自然科学」「外国語」

の 4 分野を設けている。教育学部は「リベラルアーツ基礎」の 4 分野から、3 分野以上 6

単位を修得することとし、国際教養学部は 3 分野以上 10 単位を修得するものとして設定

している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 新たな取り組みは特になし 

 

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

学校法人開智学園では、「探究学習」「ICTの有効活用」「英語への馴化」を 3つの柱とし
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ての授業展開を目指している。とりわけ「探究学習」については、科目の性質により異な

るが、3 つの柱を意識し、各教員が工夫をしながら授業を展開している。その上で、ほぼ

すべての専任教員が何らかの形で利用しているパワーパイントについての研修会を、令和

5（2023）年度 1月に FD・SD推進センター主催で実施した。 

また、各学期の後半に教員相互の授業見学期間を設け、他の教員の授業実践から学ぶ機

会を提供している。 

加えて開智学園では、年に 1回、学園全体研修が実施されている。小・中・高・大の全

教員がその年の当番校（併設校）に一堂に会して(令和 2～4年はオンライン)、当番校での

授業実践を見学し、授業方法に焦点を当てた研修を行っている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 FD研修として、「授業における動画の利用」「授業中の学生の端末使用について」を実施

した。【資料 3-2-1】【資料 3-2-2】 

 

3－2 の改善・向上方策（将来計画） 

国際教養学部においては、学部の性質上履修の自由度が高く、学生個々が自らの 4年間

を設計して履修ができるが、上手く設計できない学生もいることから、ガイダンス期間中

の履修指導の在り方を検討する必要がある。そのために令和 6（2024）年度より、国際教

養学部では、複数の科目から構成されるプログラムを一定水準で修了した学生に対し、修

了証（certificate）を出す制度を検討し始めている。 

一方の教授方法に関しては、FD・SD推進センターを中心にさまざまな試みがなされてい

るが、シラバスに提示されている「到達目標」に沿った授業方法という観点からの FD研修

も検討していく。 

 

■ エビデンス集・資料編 

【資料 3-2-1】FD研修会案内(学辞苑#2) 

【資料 3-2-2】FD研修会案内(学辞苑#3) 

 

3－3．学修成果の点検・評価 

 

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

学修成果として 3つの観点から考えている。 

 1つ目には学生自身の自己評価である。FD・SD推進センターによる授業アンケートに、

「授業内容の理解」という学生自身の内省による評価項目がある。加えて教育学部におい

ては、教職課程の学生には履修カルテを用意し、学生自身に記入させることによって自身

の学修現状について内省を促している。国際教養学部においては、ディプロマ・ポリシー

のルーブリック評価表を作成し、学生が自身の学修状況を確認し、次に向かうべき方向性

を考えるよう指導している。また、令和 4（2022）年度より卒業生にアンケートを実施し、

大学での学修について振り返ってもらっている。 

 2 つ目には大学としての評価である。本学では国際語としての英語の運用能力に力点を
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置いている。そのために 1 年次には 6 科目、2 年次には 4 科目の共通科目としての英語が

卒業必修科目となっている。年度末には 1年生の日本人学生全員に入学時と同様のプレイ

スメント・テストを実施し、1 年間の成果を可視化している。教育学部においては、卒業

研究が卒業必修となっており、全員の卒業研究の内容を集めた卒業論文概要集を作成し、

卒論研究報告会を実施している。また主に教職課程を履修している学生に対して、3 年生

には教員採用試験対策校内テスト（過去問）を、4 年生には教員採用試験予想問題テスト

を実施し、その時点での実力を測定している。国際教養学部においても卒業研究が必修と

なっており、後期の最後に各ゼミナールの代表者が卒業研究の発表を行っている。 

3 つ目には外部評価である。令和 5（2023）年度には㈱リアセックの PROG を両学部の 1

年生と 3年生に実施した。これは「ジェネリックスキル」を「リテラシー」と「コンピテ

ンシー」の 2つの因子から測定するものである。また、日本人学生には TOEIC-IP受験を義

務づけており、全学生が卒業までに国際教養学部では 4回、教育学部では 2回、無料で受

験できる。また留学生に対しては、JLPT（日本語能力試験）の受験を推奨しており、受験

料の一部を大学が負担している。教育学部においては、基礎学力の向上を図るため、1・2

年生が各自の能力に応じた級で日本語検定を受験（受験料は大学負担）している。令和 4

（2022）年度より、卒業生が就職した機関に対して、本学卒業生を評価してもらっている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 IR室において、GPA の得点分布や単位取得状況等を、クロス集計をするなど分析を進め

ている。【資料 3-3-1】【資料 3-3-2】【資料 3-3-3】【資料 3-3-4】 

 

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果の 

フィードバック 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

授業アンケートから得られた評価結果については、全体集計結果（ホームページ上に掲

載）や学部別や常勤・非常勤別の結果を全教員に報告されるとともに、個人別の集計結果

が該当する教員に報告される。教員は報告結果に対して気になる 1科目を選んで、次年度

に向けての改善策等を FD・SD推進センターに報告することになっている。 

内部試験や検定結果については、結果を受けて各担当部署において対応策を検討してい

る。 

外部評価としての PROG については、国際教養学部において、集計結果を受けて、学部会

議において、「リテラシー」と「コンピテンシー」の各下位項目における結果をもとに、そ

の評価とともに次年度の教育にあたっての留意点を示し、教育の重点目標として共有して

いる。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

IR室による分析結果を関係機関で共有し、指導上の留意点としている。【資料 3-3-5】 

 

3－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 卒業生に関するアンケート（卒業生対象・機関対象）への回収率が非常に低く、回収率

を上げるための方策をとっていく必要がある。設問に関してもディプロマ・ポリシーとの

関連から、再考の余地がある。 
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 各担当部署によって点検・評価が実施され、適切にフィードバックがなされているが、

今後分析の質を高める上でも、IR 室の役割が重要である。そのためには各種データを IR

室において一括管理できるようなデータベースの構築が必要である。 

 

■ エビデンス集・資料編 

【資料 3-3-1】令和 5（2023）年度・GPA及び取得単位数の分布 

【資料 3-3-2】令和 5（2023）年度・教員別成績評価の分布 

【資料 3-3-3】留学生の出身日本語学校等別の退学者・除籍者数の推移 

【資料 3-3-4】令和 5（2023）年度・入学経路別の GPA及び取得単位数の分布 

【資料 3-3-5】本学学生の PROGにおけるリテラシー・コンピテンシー得点 

 

[基準 3 に対する自己点検・評価委員会のコメント］ 

単位認定、卒業認定、修了認定について、ディプロマ・ポリシーを踏まえた認定基準が

厳正に適用され、卒業認定には教養教育を含めた卒業要件が定められている。教育課程に

ついて、カリキュラム・ポリシーに沿って体系的に編成されている。単位認定や卒業認定

をはじめ、学修の質を担保するための仕組みが厳格に定められている点も高く評価するこ

とができる。探究学習や ICTの活用については、量的な拡充のみならず、それぞれの取り

組みがどのような成果を生んでいるのか、その質的な拡充についても注力して丁寧に振り

返りながら次年度以降の取り組みへと繋げていくことが期待される。教授方法について、

FD研修や授業見学等を通じて工夫・開発・実施の取り組みがなされ、授業アンケートを通

じて評価される体制が整備されている。学修成果について、学生の評価、大学の評価、外

部の評価によって成果を可視化し、その点検とフィードバック体制が整備されている。引

き続き教育の質を高める試みが期待される。 

 

 

基準 4．教員・職員  

 

4－1．教学マネジメントの機能性 

 

4-1-① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確

立・発揮  

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学の学長は学校法人開智学園の理事長でもあり、法人の方向性に沿った意思決定をス

ムーズに行うことができている。 

重要事項を決定するにあたって、学長が招集する経営会議・運営会議(毎週 1回、時宜に

応じていずれか)が開催され、さまざまな方針が、教授会での意見を聞き決定されている。

各委員会の委員長や構成員も、経営会議にて決定される。  

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

原則として、経営会議は毎週、運営会議は隔週実施された（事案に対応するため、後半

にはほぼ毎週）。 
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4-1-②  権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築  

＜2023 年度までの現状＞ 

本学の教育研究に関わり、学長が意思決定を行うために、教授会が原則として月 1回開

催されている。教授会においては、学生の入学、卒業に関すること、教育課程に関するこ

と、学生生活に関すること等、教授会を構成するメンバーに関わる事案について、学長よ

り報告がなされ、メンバーの意見を聞き、機関決定している 

本学では、以下のような委員会やセンターを設け、役割を分担し、責任の所在を明確に

している。 

教学に関すること：教務委員会 

人事に関する事項：人事委員会 

内部質保証に関する事項：自己評価委員会、IR 室、FD・SD推進センター会議 

学生募集に関する事項：広報委員会、アドミッションセンター会議 

入試に関する事項：入試委員会 

学生支援に関する事項：学生委員会、学生相談室、留学生センター会議、教職センタ

ー会議 

学術研究に関する事項：研究・図書・紀要委員会、研究倫理委員会 

地域・国際貢献に関する事項：地域連携センター運営会議、国際交流センター会議 

危機管理に関する事項：危機管理委員会、ハラスメント委員会、個人情報保護委員

会、衛生委員会 

その他理事長直轄の組織として、教職員懲戒審査委員会 

それぞれが学長より委任された職務内容について審議し、別途学長に提案している。 

 ＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

昨年度末に図 4-1-1 に示したような令和 7（2024）年度の組織体制を整えたが、年度当

初に内部質保証委員会を発足し、内部質保証委員会を中心として、PDCA サイクルの強化を

図り、教学マネジメントへの対応を進めている。【資料 4-1-1】 

 

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 

＜2023 年度までの現状＞ 

事務局の組織は、大学事務局長を筆頭に、教務学生課、総務会計課、アドミッションセ

ンター、図書・広報オフィスからなる。各部署の役割については「学校法人開智学園の事

務組織及びその運営に関する規則」の第 8条において明記されている。加えて、教員で構

成する委員会やセンター会議にも担当職員も出席し、業務支援を行っている。  

＜2024 年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 
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図 4-1-1  開智国際大学教育研究組織図（令和 6（2024）年度） 

 

4－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 小規模な大学ゆえ、年度途中で柔軟に組織改編ができる利点はあるが、実際に動いてい

る組織が組織図に反映されていない部分があるため、改編に伴う組織図の変更を、都度明

示する必要がある。 

 

■ エビデンス集・資料編 

【資料 4-1-1】開智国際大学内部質保証規程 
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4－2．教員の配置・職能開発等 

 

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

大学設置基準に定める本学の必要教員数及び必要教授数は、表 4-2-1に示すように満た

している。 

 

表 4-2-1 専任教員数（括弧 内は教授数） 

学部・学科等 
教育学部 国際教養学部 全体の収容定員に 

応じた数 
合計 

教育学科 国際教養学科 

大学設置基準 10（5） 10（5） 12（6） 32（16） 

本学の専任教員数 23（13） 17（12） － 40（25） 

（令和 7 年 3 月 31 日現在、単位：人） 

 

教員の新規採用については、公募を基本としており、「開智国際大学教員人事に関わる内

規」の第 3条に基づき選考している。本内規には、昇任人事も含めて、具体的な手続きや

選考基準が定められている。 

 本学における教員人事評価は、「開智国際大学教員人事評価規程」に基づいて実施されて

いる。評価対象となる領域は、(1)教育領域、(2)研究領域、(3)社会貢献領域、(4)管理・

運営領域の 4 つである。このような評価を実施することによって、個々の教員が自身の 1

年間の職務状況を振り返り、次年度以降に向けての活動の指針となる。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

教育学部では、教育学を専門とする准教授を 1 名、国際教養学部では日本語教育を専門

とする准教授 1名・専任講師 1名を新規採用した（1名の准教授が退職）。よって、教育学

部は 24名（教授 13名）、国際教養学部は 18名（教授 12名）の体制となった。 

 

4-2-② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

授業方法の点検・評価及びその開発のために、FD・SD 推進センターが設置されており、

以下の活動を行っている。 

1)FD・SDに関する情報の収集及び提供：他大学等における実践を情報収集する。 

2)授業アンケートの実施：2種類の授業アンケートを実施している。1つは、学期末に実施

される授業アンケートである。いま 1つは、学期期間を通してそのつど授業に対する提言

等ができる「いつでも授業アンケート」である。前者については、集計結果が各教員に戻

され、それを受けての報告書を提出させている。 

3)授業公開の実施： 各期の後半に 3週間の期間を定めて、他の教員の授業を自由に見学し

てもらい、主に授業の展開方法に視点を定めて、見学結果の報告書を提出してもらってい

る。 
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4)FD・SD 推進のための研究会等の実施：センター主催の FD 企画に参加して行う研修会で

ある。 

5)その他 FD・SD推進、実施に関すること：授業を学生の目線から検討してもらう目的で、

学生 FD委員を募り、実際に授業見学をしてもらって意見を収集している。 

その他、時宜に応じたトピックスに関して、外部からの講師を招いて研修会を実施して

いる。このような活動を通して、教授方法の工夫・開発と効果的な実施を実現すべく、組

織として取り組んでいる。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

教職員の SD研修として、「本学における内部質保証のための流れ：特に教学に関して」

を開催した。【資料 4-2-1】 

 

4－2 の改善・向上方策（将来計画） 

国際教養学部にあっては、今後の学部再編を見据えて、退職教員の専門領域を踏襲する

のではなく、教員数や教員の専門領域を中期的に検討しながら人事計画を立てる。 

 教員の人事評価に関しては、評価結果の客観性を可能な限り担保した上での評価に向け

て、さらなる検討が必要である。 

 FDに関しては、「何をどう教授するか」という視点だけではなく、「個々の学生の潜在的

な力をどのように引き出せるか」という視点からの授業改善を模索する。 

 

■ エビデンス集・資料編 

【資料 4-2-1】2024年度 SD研修「本学における内部質保証のための流れ：特に教学に関し

て」 

 

4－3．職員の研修 

4-3-① SD(Staff Development)をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上

への取組み 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

 本学では、不定期ではあるが、毎年 SD 研修を実施してきた。例えば令和 5（2023）年度

には、「オンラインビジネス戦略の策定」の研修を実施した。その他、職員の研鑽に資する

研修は以下の通りとなる。 

・学生募集・広報専門のコンサルタントを招聘した研修（アドミッションセンター） 

・職場におけるハラスメントについて（学園全体研修） 

・認証評価合同研修会（大学教職員） 

・PROGから見る本学の傾向と今後の教育・学生指導について（大学教職員） 

・障害学生支援実務者育成研修会（教務学生課） 

・教育・研究・財務データの可視化で進化する大学経営最前線（総務会計課） 

・日本の私立大学における付随事業・収益事業の現状（総務会計課） 

また、職員の資質・能力の向上に向けた新たな取り組みとして、令和 5（2023）年度より

「職員の業務評価制度」を導入し、所属長による 1次評価、常任理事による 2次評価を行

い、その結果をもとに法人運営会議にて審議を行い、有能な人材に対し特別昇給等の給与
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査定に反映させた。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 令和 5（2023）年度からの学則変更（収容定員変更）認可申請を行い、入学定員 150 名

（教育学部 72 名、国際教養学部 78 名）から 220 名（教育学部 130 名、国際教養学部 90

名）の認可を受けた。教員を志望する学生の減少への対応や地域社会におけるグローバル

人材需要の高まりなど、社会的背景に寄与するための人材育成が定員増加の目的であった。 

 その目的達成のためには、機動的で効率的な学生募集と広報活動が不可欠であると考え

令和 6（2024）年度の SD研修では、アドミッションセンター長による「今の大学入試と本

学について」をテーマに、18歳人口の減少に伴う中小規模大学の課題、近年の学問分野別

の志願者動向とそれに対応する本学の中期的な募集広報戦略について理解を深め、レポー

トにより振り返りを行った。【資料 4-3-1】 

また、事務局長による「第 2期中期計画の概要（令和 7（2025）年度～令和 11（2029）

年度）」について、第 1 期中期計画の振り返りと今後 5 年間の本学の将来構想や改革の骨

子について説明を行い、実現可能な計画と具体的な取り組みについて職員目線での意見を

募り、中期計画策定の貴重な意見とした。【資料 4-3-2】 

 さらに、大学規模の拡大に合わせた適正な教員配置と本学の財務状況についても研修を

行った。適正な教員配置については、「基幹教員制度の概要」をテーマに教務学生課職員が

説明を行い、この制度による現状の教員数と今後の変遷計画について理解を深めた。 本

学の財務状況については、「大学の収支の実状」をテーマに総務会計課長により奨学費（特

待生）の比率、経常費補助金収入の概要、収支改善に向けた取り組みや計画などを説明し

職員の理解を深めた。【資料 4-3-3】【資料 4-3-4】 

 本報告書の執筆時点では未実施ではあるが、本年度末に FD・DS推進センターによる「本

学における内部質保証のしくみ（仮題）」を、オンラインにて実施する予定である。 

 

4－3 の改善・向上方策（将来計画） 

令和 7（2025）年度から 5年間の次期中期計画では、①次期広報戦略の構築 ②ICTを活

用した業務の効率化 ③大学間連携の強化の 3 点を掲げ、大学改革を迅速かつ機動的に推

進すべく各部署において研鑽に努める。 

①については、新たなウェブ広報媒体を活用し来訪者のアクセス情報を分析することに

より戦略的な学生募集に繋げる。その専門知識獲得に向けた研修と研鑽を行い全教職員へ

フィードバックすることで、組織的な教職員協働体制の構築を目指す。 

②については、学習管理、奨学金申請、学生証発行、時間割作成、予約管理、証明書発

行、予実管理など、ICT の活用により効率化が見込める業務について、他大学の取り組み

やシステムの導入事例を知る機会を設定する。 

③については、教学面で本学との親和性の高い大学との連携を強化すべく、共同学部の

設置、科目等履修生制度、単位互換制度、学生交流等について、連携大学共同での勉強会

を積極的に実施していくことで学生の新たな学修機会の創出を目指す。 

 

■ エビデンス集・資料編 

【資料 4-3-1】「今の大学入試と本学について」 
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【資料 4-3-2】「第 2期中期計画の概要（令和 7（2025）年度～令和 11（2029）年度）」 

【資料 4-3-3】「基幹教員制度の概要」 

【資料 4-3-4】「大学の収支の実状」 

 

4－4．研究支援 

 

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

すべての専任教員には個人研究室が用意されており、着任時にはデスク、椅子、書架、

ロッカー、パソコン、プリンタなどが配備され、研究環境は整備されている。 

 また、文部科学省科学研究費に関わる通達が、募集要項等を含めて総務会計課から配信

され、応募が推奨されている。申請に関する手続きや採択後の研究費の管理については、

総務会計課が担っている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学では、研究倫理委員会を設置し、「開智国際大学研究倫理規準」を策定し、研究者に

はそれを遵守することを求めている。研究倫理委員会では、「開智国際大学研究倫理委員会

規定」に基づいて、厳正に審査を行っている。審査結果は「承認」「再審査」「不承認」「非

該当」で示される。 

また文部科学省科学研究費の申請にあたっては、独立行政法人日本学術振興会が提供し

ている「研究倫理 e ラーニングコース」を受講し、その修了証書の提出を義務づけている。

科学研究費が支給された場合には、公的研究費の適正かつ効率的な管理・運用を確保する

ことを目的とした「開智国際大学公的研究費取扱規程」に基づいた研究活動が求められて

いる。年度末には研究費の使途と備品の確認等の監査を実施している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

4-4-③ 研究活動への資源の配分  

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

研究活動への資源配分として、研究費が支給されている。個人に支給される研究費には

「個人基本研究費」「個人課題研究費」の 2種類がある。個人基本研究費は専任教員全員に

一律に支給されるものであり、個人課題研究費は専任教員からの申請と審査結果によって

支給されるものである。1次審査・2 次審査を経て、最終的には学長の決裁をもって支給額

が決定される。この個人課題研究については、年度末に研究報告書が義務づけられている。 

また学内の教員を構成員とする共同研究を推進するために、共同研究費が申請に応じて

支給される。学内予算の枠は決まっており、そこから個人研究費・個人課題研究費・共同

研究費・学部教育経費が配分されている。 
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＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

4－4 の改善・向上方策（将来計画)  

資源配分（研究費）に関しては十分とは言えないが、文部科学省科学研究費などの外部

資金の申請に関する学内勉強会を開くなど、外部資金獲得への意欲を醸成し、その要領を

知る機会を設けているが、引き続き大学としての支援を強化していく。 

 

■ エビデンス集・資料編 

なし 

 

[基準 4 に対する自己点検・評価委員会のコメント］ 

組織の整備について、権限の分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントが教職員

の適切な配置と役割の明確化を通して機能している。職能開発について、FD・SD推進セン

ターの各種取り組みにより、大学運営に必要な資質と能力の向上が図られている。引き続

き大学の諸活動の成果を高める基盤づくりが期待される。FD・SDの取り組みや研究支援に

ついて具体的な活動が丁寧に記録されているので、これらの反省を踏まえながら次年度以

降も継続して取り組んでいくことが期待される。 

 

 

基準 5．内部質保証 

 

5－1．内部質保証の組織体制 

 

5-1-① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

「開智国際大学学則」の第 2条で、大学の使命・目的を達成するための自主的な自己点

検・ 評価を実施することと明記している。 

本学では、経営会議と運営会議が置かれている。経営会議では、主に中期計画を踏まえ

た大学全体としての方向性を検討している。例えば、大学が置かれている現状と現在の学

部のあり方や、委員会等の組織体制、教員人事の方向性、学生募集の方向性等である。一

方の運営会議においては、各学部の学部会議等を経た現状と問題点の報告及びその対応案

等が学部長から示され、審議を経て対応を決定している。また事務局からは、主に教務委

員会や学生委員会で審議された事項の報告があり、それらについても審議し対応を決定し

ている。 

経営会議・運営会議にて審議した大学としての内部質保証に関わる短期的・中期的方針

は、原則として月に 1 回開催される教授会（全専任教員が参加）にて学長より明示されて

いる。すなわち、質保証のための議論は年間を通じて恒常的になされている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

運営会議を拡大した体制で、内部質保証の方針を明確にし、全教職員にそれを明確に意
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識させるために内部質保証委員会が立ち上げられ、「開智国際大学内部質保証規程」が制定

された。その第 4条に以下のように任務が明記されている。【資料 5-1-1】 

 

第 4条 内部質保証委員会の任務は、次のとおりとする。 

（1） 内部質保証を実現する体制の整備、運用、検証及び改善方針の立案 

（2） 大学全体の自己点検・評価活動に関する方針の策定 

（3） 自己点検・評価活動における自己点検・評価委員会並びに各学部及び各部局への

指示 

（4） 自己点検・評価活動の結果（外部評価等による指摘事項を含む。）に基づく全学

にかかわる改善を要する事項の改善方法の検討 

 

図 5-1-1に内部質保証の体制を示した。 

 

 

図 6-1-1 内部質保証の体制 

 

5－1 の改善・向上方策（将来計画） 

「開智国際大学内部質保証規程」が制定され、図 5-1-1のような内部質保証の体制が可

視化されたため、FD・SD研修等にて各部署の役割とその位置づけを全教職員に、改めて

周知していくとともに、フローチャートに従った内部質保証の機能性についても検討して

いく。 
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■ エビデンス集・資料編 

【資料 5-1-1】開智国際大学内部質保証規程 

 

5－2．内部質保証のための自己点検・評価 

 

5-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

現在実施されている自己点検・評価には、以下のようなものがある。 

1)教育サービスの受給者である学生の声をまずは聴くべく、学生の声を収集する機会を複

数設けている。 

① 教育関係 

  FD・SD推進センターが 2種類の授業アンケートを実施している。1 つは「いつでも授

業アンケート」であり、授業期間中、履修している授業に対して WEBを通じて意見を授

業担当者に伝えることができる。もう 1つは、学期末に基本的には全授業で一斉に実施

される WEBによる「授業アンケート」である。後者については、全体集計やクロス集計

結果を学内で共有している。 

② 学生生活関係 

  学生委員会が実施している 4 種類の調査を以下に示す。1 つは WEB による学生生活に

関する意見をいつでも投稿できる「WEB提案箱」である。2つ目は「学長への提案箱」で

あり、学内 4ヶ所に設置されている。意見・提案については、関係部署からの回答が学

生に伝えられている。3 つ目に「新入生アンケート」であり、新入生の志望動機や大学

への期待、アドミッション・ポリシーの認知度などで構成されている。4 つ目は、全学

生を対象に実施される「学年末アンケート」であり、大学のアメニティや学生の日常生

活の実態（学習時間や睡眠時間等）等を調査している。集計結果については教職員及び

学生に開示されている。 

2）大学からの評価として、以下の項目を点検評価している。 

① 履修カルテ 

  教育学部の教職課程を履修している学生には、履修カルテへの記入が義務づけられて

いる。 

② ジェネリックスキルを測定する「PROG」の結果 

国際教養学部にあっては、PROGの結果を受けて、リテラシーやコンピテンシーの下位

カテゴリーにおける本学部の学生の相対的に優れている点や物足りない点について、学

部内で確認している。 

③ 卒業生に対するアンケート 

  卒業生に、身についていると思う能力や資質等を尋ねた「開智国際大学の教育につい

てのアンケート調査」を実施している。 

3）外部評価として、以下のことを実施している。 

① 令和 5（2023）年度には両学部を対象に、PROG を 1年生と 3年生に実施した。結果は学

生本人に返却され、その結果をどのように活かすかの説明会が開かれた。また全教職員

に本学の実態把握のために全体集計結果が示された。 
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② 全学的に、日本人学生は TOEIC、留学生は JLPT（日本語能力試験）の受験が強く奨励さ

れており、学内で TOEIC-IPテストが実施されている。その集計結果より、本学学生の英

語力の把握が行われるとともに、英語教育担当委員会においてスコアアップの対策が検

討されている。 

③ 教育学部の 1・2年生には日本語検定の受験を義務づけられている。それによって、教

員として必須の素養としての日本語能力の現状把握を行っている。 

④ 就職先の企業に対するアンケート 

 卒業生が就職した企業に対して、本学卒業生に対する印象や感じていること等を尋ねた

卒業生についてのアンケート調査を実施している。 

4）教職員に対する評価 

① 教員に対する評価 

 年度末に、教育・研究・社会貢献・運営の 4 つの領域を対象に、客観化できるデータと

教員による自己報告をもとに、教員の人事評価を行っている。評価結果は教員個人に還元

されている。 

② 職員に対する評価 

 令和 5（2023）年度より「職員の業務評価制度」を導入し、所属長による 1 次評価、常

任理事による 2次評価を行い、その結果をもとに法人運営会議にて審議を行っている。 

以上のような活動を通して、内部質保証のための自己点検・評価を実施しており、その

評価内容に応じて教職員で共有している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

新たな取り組みは特になし 

 

5-2-② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

本学では、各委員会やセンター等が様々な調査を行っているが、実施された調査結果に

ついては、各実施主体部署が責任をもって管理し分析している。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 IR室が本格的に動き出し、教務学生課が有している学生の成績データを基に、分析にあ

たっている。例えば、GPA の分布であったり、学年ごとの取得単位数の分布であったりで

ある。それによって学生の学修行動の全体像を把握することが可能となる。【資料 3-3-1～

資料 3-3-5】を参照のこと。 

 

5－2 の改善・向上方策（将来計画） 

本学では、年度末には各部署が作成したものを自己点検・評価委員会がまとめ、編集し

た「年次報告書」を大学ホームページで公開してきた。今年度から学部長会議に IR室長が

参加し、各部署がエビデンスに基づく活動指針を協議したり共有したりする体制を作り始

めた。 

 

■ エビデンス集・資料編 

なし 
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5－3．内部質保証の機能性 

 

5-3-① 内部質保証のための学部、学科、研究科等と大学全体の PDCA サイクルの仕組み

の確立とその機能性 

＜令和 5（2023）年度までの現状＞ 

各学部においては、ディプロマ・ポリシーに応じた自己点検・評価を、PDCAサイクルで

まわしている。原則として月に 1回開催される学部会議において、現状の問題点(C)の対応

について議論され(A・P)実行に移されている(D)。教職センターにおいては、学部会議に続

いて、教職センター会議が開かれ問題点を逐次抽出し対応を練っており、年間の活動報告

と次年度の活動計画を示した「教職センター活動報告」を発行している。 

各委員会やセンターにおいては、年度末に活動報告(D)と活動の評価(C)、会議での審議

(A)を経て来年度の活動予定(P)を決定している。 

教員人事評価については、教育、研究、社会貢献、管理・運営の 4つの側面から、年度

末に客観的データと各教員からの自己報告を基に評価をし（C・A）、評価結果を各教員に返

している。この評価を基に各教員は、次年度の自身の活動目標を立てている（P・D）。 

事務局においては、例えばアドミッションセンターでは上記と同様に、学生募集活動報

告(D)と実績(C)を評価し、新たな戦略を検討し(A)、具体的な活動予定(P)を決定している。

但し学生募集の経過状況によっては、先述のとおり重要課題として学長が「アドミッショ

ンセンター会議」に参加し、柔軟に対応している。 

このような各部署での PDCAは、2週に 1回開催される運営会議にて逐次、各学部長及び

事務局から報告(D)・検討され(C)、学長から再検討を含めて指示が出されている。以上の

ように、教務の問題やアドミッションの問題等、主要な事項は運営会議で検討されながら

年間を通して進んでいるが、大学全体としては、そこに上がって来なかった委員会及びセ

ンターの PDCA を含めて、自己点検・評価委員会が吸い上げて報告書を提示している。ま

た、この年次報告書の中から重点項目について簡潔にまとめた事業報告及び次年度の事業

計画は「事業計画」として法人に提出されている。 

本学は平成 29（2017）年度に公益財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認証

評価を受審し、認証を得ている。 

＜令和 6（2024）年度の取り組み＞ 

 以上本学が実施してきた PDCA サイクルを可視化するとともに、ステークホルダーにも

示すことかできるよう、以下の表を作成し、オープンキャンパスで示した。 

また 2024年度版の自己点検・評価報告書（本書）より、日本高等教育評価機構による評

価基準に準じて作成することになった。 
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図 5-3-1 教育学部の「教育の質保証」のための PDCAサイクル 

 

図 5-3-2 国際教養学部の「教育の質保証」のための PDCAサイクル 

 

（3）5－3の改善・向上方策（将来計画） 

昨年度末、内部質保証委員会が設立され、内部質保証のための PDCAサイクルを円滑に進

める体制が整えられた。IR室に集積されるデータをさらに整備し、各種データの一元化を

図り、「アセスメント・ポリシー」に基づいてさらに詳細な分析を展開することによって、

三つのポリシーのチェック機能を充実させる。加えて外部評価員の導入も経営会議にて検

討していく。 

 

■ エビデンス集・資料編 

なし 
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[基準 5 に対する自己点検・評価委員会のコメント］ 

多様な視点（レベル）からの自己点検・評価の実施と結果共有、並びに IR等の活用をとおし

て教育の質保証、大学全体の質保証が目指されている。内部質保証のための枠組み（フレーム）

が設定され、よりよい教育を目指す組織としての循環構造が示されている。各学部の PDCA サ

イクルも可視化されており、具体的に取り組みやすい状況が整備されていることが高く評価で

きる。各学部の PDCA サイクルを円滑に進める体制のいっそうの整備と、外部質保証の結果を

踏まえた大学改善のための取り組みが期待される。今後も、これらの計画がどのように実施さ

れているかをチェックしていく機能の充実が方針として示されているので、よりよい教育を目

指すためのサイクルが適切に機能していくことが期待される。 
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Ⅳ．エビデンス集・資料編一覧 

 

【資料 1-1-1】神戸親和大学との連携に関する資料 

【資料 1-2-1】令和 2（2020）年度～令和 6（2024）年度の中期計画を示す資料 

【資料 1-2-2】神戸親和大学との連携に関する資料 

【資料 2-1-1】神戸親和大学との連携に関する資料 

【資料 2-1-2】「心理学エキスパート・プログラム」の紹介 

【資料 2-3-1】ハローワーク登録会 

【資料 2-3-2】警視庁・消防庁の業務説明 

【資料 2-3-3】キャリアセンター学年別 LINE 

【資料 2-3-4】公務員ガイダンス 

【資料 2-4-1】令和 6（2024）年度避難訓練実施計画 
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【資料 2-4-3】20歳未満が喫煙してはいけない理由 

【資料 2-4-4】20歳未満の喫煙防止ポスター 

【資料 2-4-5】令和 6（2024）年度自転車の道路交通法改正に伴う注意喚起 

【資料 3-1-1】シラバスチェックリスト 

【資料 3-1-2】シラバス修正確認表（新資料） 

【資料 3-2-1】FD研修会案内(学辞苑#2) 

【資料 3-2-2】FD研修会案内(学辞苑#3) 

【資料 3-3-1】令和 5（2023）年度・GPA及び取得単位数の分布 

【資料 3-3-2】令和 5（2023）年度・教員別成績評価の分布 

【資料 3-3-3】留学生の出身日本語学校等別の退学者・除籍者数の推移 

【資料 3-3-4】令和 5（2023）年度・入学経路別の GPA及び取得単位数の分布 

【資料 3-3-5】本学学生の PROGにおけるリテラシー・コンピテンシー得点 

【資料 4-1-1】開智国際大学内部質保証規程 

【資料 4-2-1】2024年度 SD研修「本学における内部質保証のための流れ：特に教学に関し

て」 

【資料 4-3-1】「今の大学入試と本学について」 

【資料 4-3-2】「第 2期中期計画の概要（令和 7（2025）年度～令和 11（2029）年度）」 

【資料 4-3-3】「基幹教員制度の概要」 

【資料 4-3-4】「大学の収支の実状」 

【資料 5-1-1】開智国際大学内部質保証規程 

 


